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は じ め に 

 
 

壱岐市では、平成 27 年度に第２次壱岐市総合計画を策定

し、「海とみどり、歴史を活かす癒しのしま、壱岐」を将来

像に、「共創・協働のしまづくり」を基本理念に掲げ、さま

ざまな施策に取り組んでいるところです。また、第２次壱岐

市総合計画の６つの基本指針のひとつに、「人権の尊重と男

女共同参画の推進」を揚げ、「参画と協働による市民が主役

のまちづくり」を推進しております。 

 壱岐市の男女共同参画の推進につきましては、平成 17 年に策定した「壱岐市男女

共同参画基本計画」を基に、市民の皆様を代表する『壱岐市男女共同参画推進懇話会

委員』の方々と共に推進活動を行ってまいりました。 

 この度、平成 28 年度末に計画期間の満了時期を迎えることから、これまでの取組

の成果と課題の検証、市民、事業所、自治公民館の意識調査を行い、人口減少、超高

齢化社会、変動する社会情勢に対応した男女共同参画の取組を推進するため、１次計

画を見直し、この度、「第２次壱岐市男女共同参画基本計画」を策定いたしました。 

本計画は、「男女（とも）に築こう自分らしく輝けるまち『壱岐』」を基本理念に、

「男女共同参画社会の実現に向けた意識づくり」、「男女がいきいきと暮らせる社会づ

くり」、「男女共同参画による豊かで活力ある地域づくり」、「仕事と家庭の両立ができ

る環境づくり」、「配偶者に対する暴力のない社会づくり」の５つの基本目標を掲げ、

さまざまな施策に取り組んでまいります。 

本計画を実効性のあるものにするためには、行政はもとより、職場、家庭、学校、

地域社会が連携、協働により取組を進めていかなければなりません。今後ともなお一

層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

最後に、本計画の策定にあたりまして、貴重なご提言、ご意見をいただきました壱

岐市男女共同参画推進懇話会の皆様をはじめ、関係各位、意識調査にご協力いただき

ました皆様方に心からお礼申し上げます。 

 

平成 29 年３月 

 

                     壱岐市長 白 川 博 一 
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第１章  計画の策定にあたって 
 

１ 計画策定の背景と目的 

男女共同参画社会とは、男女が個人として尊重され、性別に関わりなく自己の能力を自

らの意思に基づいて発揮でき、あらゆる分野に対等な立場で参画し、ともに責任を負う社

会です。 

こうした社会を形成するには、男女が共に将来に夢を持ち、互いに人権を尊重しつつ、

あらゆる分野に共に参画して、喜びも責任も分かち合うことが重要です。 

我が国においては、平成 11 年に男女平等の実現に向けた取組をより進めるとともに、

少子高齢化や経済情勢の変化に対応するため、男女が性別に関係なく個性と能力を十分に

発揮できる社会を実現することを目的とし、「男女共同参画社会基本法」が施行されました。 

また、平成 13 年に施行された「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律」（ＤＶ防止法）は、平成 26 年に一部が改正されるとともに、女性が職業生活において、

その希望に応じて十分に能力を発揮し、活躍できる環境を整備することを目的とした、「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が平成 28 年４月より

全面的に施行されました。 

壱岐市においては、平成 19 年 3 月に、「第１次壱岐市男女共同参画基本計画」を策定

し、男女共同参画社会の実現に向けた施策を展開してきました。 

本計画は、「第１次壱岐市男女共同参画基本計画」が平成 28 年度をもって計画期間満了

となること、また、女性活躍推進法施行等の社会情勢の変化等に的確に対応するため、「第

１次壱岐市男女共同参画基本計画」の見直しを行い、新たな「第２次壱岐市男女共同参画

基本計画」を策定するものです。 

 

 

２ 計画の期間 

この計画の期間は、平成 29 年度から平成 38 年度までの 10 年間とします。 

なお、社会情勢の変化や計画の進捗状況等に応じて、この期間内であっても随時必要な見直し

を行うこととします。 

 
平成 

19 年 

 

～ 
平成 

28 年 

 

平成 
29 年 

 

平成 
30 年 

 

平成 
31 年 

 

平成 
32 年 

 

平成 
33 年 

 

平成 
34 年 

 

平成 
35 年 

 

平成 
36 年 

 

平成 
37 年 

 

平成 
38 年 

 
第１次計画期間           

  策定 第２次壱岐市男女共同参画基本計画期間 
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３ 計画の位置付け 

（１）この計画は、男女共同参画社会基本法第 14 条第 3 項に規定される「市町村男女共同

参画計画」であり、壱岐市の男女共同参画の推進に関する施策を、総合的かつ計画的に

実施するための基本指針となるものです。 

 

（２）この計画の「基本目標Ⅳ 仕事と家庭の両立ができる環境づくり」は、「女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」第６条第２項に規定する「女性活躍推進

計画」に位置付けます。 

 

（３）この計画の「基本目標Ⅴ 配偶者等に対する暴力のない社会づくり」は、「配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律（配偶者暴力防止法）」第２条の３第３項に規定する

「市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基

本的な計画（ＤＶ基本計画）」に位置付けます。 

 

 

４ 計画の性格 

（１）この計画は、平成 27 年 10 月に策定された「第２次壱岐市総合計画」と整合性を図り

ながら、男女共同参画社会の実現に向けた施策を推進するための具体的な取組の方向性を示

すものです。 

 

（２）本計画の策定にあたっては、市民にわかりやすくするため、できる限り数値目標を掲

げることとし、その評価を市の施策に適切に反映するものとします。 

 

 

５ 計画策定体制 

（１）壱岐市男女共同参画推進懇話会 

壱岐市男女共同参画推進懇話会を開催し、壱岐市の男女共同参画社会の実現に向けて協

議を行い、懇話会における提言を十分に計画に反映しました。 

 

（２）壱岐市男女共同参画推進本部（庁内組織） 

壱岐市男女共同参画推進本部会議を開催し、壱岐市の男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、庁内の意識統一を図り、計画策定に関す

る調整を行いました。 
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（３）市民アンケート調査の実施 

市民との協働の視点から、「男女共同参画に関する市民アンケート調査」を実施し、市民

の意識や実態調査の現状把握と、施策や目標値設定の基礎資料としました。 

調査時期 平成 27 年 11 月 2 日（月）～11 月 30 日（月） 

調査対象 満 20 歳以上の壱岐市民 2,000 人 

有効回答数 867 件（有効回収率 43.3％） 

調査方法 帳票の郵送による配布 

 

（４）事業所アンケート調査の実施 

「男女共同参画実施調査 事業所アンケート」を実施し、事業所における男女共同参画

社会に向けた取組の実態や、意識、問題点を把握し、計画策定の検討資料としました。 

調査時期 平成 27 年 11 月 2 日（月）～11 月 30 日（月） 

調査対象 従業員 10 名以上を雇用する事業所 215 事業所 

有効回答数 107 事業所（有効回収率 49.8％） 

調査方法 帳票の郵送による配布 

 

（５）自治公民館アンケート調査の実施 

男女共同参画社会が進められる中、地域コミュニティの核となる自治公民間の男女共同

参画状況等を調査し、今後の地域における男女共同参画社会づくりの参考とするため、「男

女で取り組む自治公民館活動アンケート調査」を実施しました。 

調査時期 平成 27 年 11 月 2 日（月）～11 月 30 日（月） 

調査対象 市内 241 自治公民館 

有効回答数 182 自治公民館（有効回収率 75.5％） 

調査方法 各自治公民館長へ文書で依頼（回覧便活用） 

 

（６）パブリックコメントの実施 

壱岐市では、市政に関する基本的な事項を定める計画などの素案に対し、市民が意見を

提出できるようにすることで協働によるまちづくりの実現を図るため、パブリックコメン

ト制度を導入しています。 

本素案をパブリックコメントの手続きにより公表し、平成 29 年２月２２日から平成 29

年３月 13 日まで意見の募集を実施しました。 
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第２章 壱岐市の現状 
 

１ 人口の推移 

本市の人口を昭和60年から見ると、昭和60年の39,528人から平成27年の27,103

人と、10 年間に約 4,000 人ずつ、30 年間で約 12,000 人以上減少しています。 

また、年齢区分人口では、年少人口が減少傾向で推移しているのに対し、老齢人口は増

加を続けており、少子高齢化が進行しています。 

 

 

資料：国勢調査 合計人口には年齢不詳者を含む     

 

 

２ 世帯の推移 

世帯の状況は、昭和 60 年以降、若干の減少傾向で推移しています。 

一方、１世帯あたりの人員については、昭和 60 年の 3.71 人から平成 27 年の 2.71

人と減少傾向で推移しており、単身世帯の増加や核家族化の進行が見られます。 

 

資料：国勢調査 

9,407 7,981 6,632 5,582 4,773 4,178 3,736 

24,068 
22,483 

20,443 
18,878 17,304 15,855 13,749 

6,053 
6,844 

8,014 
9,078 

9,337 
9,342 

9,615 

39,528 
37,308 

35,089 33,538 
31,414 

29,377 
27,103 

0人

10,000人

20,000人

30,000人

40,000人

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

年齢区分ごとの人口推移

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 老齢人口（65歳以上）

10,656 10,543 10,565 10,661 10,544 10,383 10,002 

3.71 3.54 3.32 3.15 2.98 2.83 2.71

0.0人

2.0人

4.0人

6.0人

0世帯

2,000世帯

4,000世帯

6,000世帯

8,000世帯

10,000世帯

12,000世帯

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

世帯数と一世帯あたりの人員数の推移

世帯数 1世帯あたりの人員
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３ 産業の状況 

本市の産業構造を見ると、農業漁業を中心とする第１次産業人口の割合が全就業者数の

22.6％を占めており、国や県と比較してもかなり高い割合となっています。 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 22 年） 

  

22.6 

7.9 

4.0 

15.9 

19.5 

23.7 

60.8 

69.2 

66.5 

0.7 

3.4 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

壱岐市

長崎県

全国

第１次産業 第２次産業 第３次産業 その他

長崎県 全国

人数（人） 割合（％） 割合（％） 割合（％）

第１次産業 3,141 22.6 7.9 4.0
農業 1,936 14.0 5.9 3.6
林業 14 0.1 0.1 0.1
漁業 1,191 8.6 2.0 0.3

第２次産業 2,201 15.9 19.5 23.7
鉱業 13 0.1 0.0 0.0
建設業 1,422 10.3 8.3 7.5
製造業 766 5.5 11.2 16.1

第３次産業 8,434 60.8 69.2 66.5
電気・ガス・熱供給・水道業 67 0.5 0.5 0.5
情報通信業 57 0.4 1.0 2.7
運輸業、郵便業 689 5.0 4.8 5.4
卸売業、小売業 2,083 15.0 16.2 16.4
金融業、保険業 127 0.9 2.4 2.5
不動産業、物品賃貸業 93 0.7 1.1 1.9
学術研究、専門・技術サービス業 172 1.2 2.3 3.2
宿泊業、飲食サービス業 745 5.4 6.0 5.7
生活関連サービス業、娯楽業 408 2.9 3.8 3.7
教育、学習支援業 638 4.6 4.7 4.4
医療、福祉 1,646 11.9 14.8 10.3
複合サービス事業 468 3.4 1.0 0.6
サービス業（他に分類されないもの） 523 3.8 5.2 5.7
公務 718 5.2 5.5 3.4

分類不能 97 0.7 3.3 5.8

13,873 100.0 100.0 100.0

壱岐市

合計



6 
 

４ 女性の就労状況 

本市の女性の就労状況について昭和 60 年度、平成 7 年度、平成 22 年度を比較して見

ると、昭和 60 年度、平成 7 年度では、子育てを行っている 25～34 歳にくぼみ（一時的

な就労率の低下）があり、その後 35～49 歳にかけて就労率が持ち直す、いわゆる「Ｍ字

カーブ」を描いていますが、平成 22 年度においてはくぼみがないことから、近年の壱岐

市に関しては子育て世代の女性の就労率が高いことが見てとれます。 

 

 

資料：国勢調査 
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12.6%

65.5% 62.9%

60.5% 61.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70歳

以上

女性の就労状況

平成22年度 平成7年度 昭和60年
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５ アンケート調査結果から見る現状 

 

（１）市民アンケート調査 

①性別 

「男性」が 42.7％、「女性」が 57.3％と「女性」の方が高くなっています。 

これは、男女共同参画に関する意識が男性より女性の方が高いことに起因しているこ

とが考えられます。 

 

 

②男女平等に関する意識 

「学校教育の場」「家庭生活」等において、平等であるという回答が高くなっています

が、「社会通念・慣習・しきたり」「政治・経済活動の場」等では、「男性優遇」という回

答が高くなっています。 

 

  

42.7 57.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=867）

男性 女性 未回答

8.0 

8.1 

15.5 

7.8 

15.5 

2.0 

8.1 

33.8 

24.7 

43.4 

29.2 

39.0 

13.6 

34.7 

41.4 

33.2 

19.4 

31.6 

22.3 

55.2 

33.9 

3.5 

4.2 

2.3 

5.7 

1.5 

2.8 

4.8 

0.9 

2.3 

1.0 

1.0 

0.2 

0.2 

1.0 

8.3 

20.2 

13.5 

19.7 

16.7 

20.6 

13.4 

4.2 

7.4 

5.0 

5.0 

4.8 

5.5 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭生活

職場

社会通念・慣習・しきたりなど

法律や制度

政治・経済活動

学校教育

地域活動・社会活動

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等である どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

未回答
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③家庭内の役割分担 

家庭内の家事などの分担においては、ほとんどの項目において「夫婦で分担」すること

が理想であるのに対して、現実は「主に妻」が行っているのが現状です。 
 

【理  想】

 
 

【現  実】 

 

1.0 

1.3 

1.0 

2.7 

2.0 

0.6 

15.1 

2.8 

23.8 

22.4 

37.9 

39.6 

24.3 

29.8 

5.2 

2.7 

1.6 

3.0 

1.4 

62.2 

47.1 

46.4 

59.0 

53.6 

49.5 

27.5 

67.6 

53.9 

60.2 

2.5 

2.1 

2.1 

3.1 

2.5 

0.3 

1.8 

2.1 

0.4 

1.6 

3.8 

3.2 

3.1 

3.1 

3.8 

37.0 

59.1 

5.4 

31.0 

4.2 

8.0 

8.3 

7.8 

7.9 

8.3 

8.0 

8.3 

8.3 

8.9 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

掃除

洗濯

食事のしたく

食事の後片付け

日常の買い物

育児

介護

地域行事への参加

学校行事などへの参加

家族問題の最終的な決定

主に夫 主に妻 夫婦で分担 その他の人 該当しない 未回答

3.0 

3.1 

1.6 

2.8 

3.2 

0.3 

1.7 

29.6 

4.4 

45.8 

68.7 

75.0 

78.4 

72.4 

69.1 

38.8 

17.5 

17.5 

37.0 

11.7 

17.6 

11.6 

9.6 

14.7 

16.8 

17.3 

5.5 

38.5 

16.6 

30.0 

2.8 

3.0 

3.5 

3.4 

2.8 

1.4 

2.3 

2.1 

1.1 

2.4 

3.2 

2.8 

2.5 

2.4 

3.2 

36.8 

67.7 

6.8 

34.8 

4.2 

4.7 

4.5 

4.4 

4.4 

4.8 

5.4 

5.4 

5.5 

6.1 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

掃除

洗濯

食事のしたく

食事の後片付け

日常の買い物

育児

介護

地域行事への参加

学校行事などへの参加

家族問題の最終的な決定

主に夫 主に妻 夫婦で分担 その他の人 該当しない 未回答



9 
 

④参加している地域活動 

地域活動に関しては、参加していない方より、何らかの活動に参加している方が多い

という結果となりました。 

 
 

⑤地域活動に参加している理由 

地域活動に参加している理由としては、「地域の人との交流を図りたい」等の前向きな

意見も多く見られましたが、「義務で参加しなければならない」「昔からの慣習」という後

ろ向きな意見も見られました。 

 

  

20.2 

57.9 

10.7 

21.9 

3.7 

8.4 

0.7 

1.3 

24.2 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子ども会やＰＴＡなどの活動

公民館などの活動

女性団体の活動

趣味やサークルなどの活動

政治活動や労働組合活動

ボランティアやＮＰＯなどの活動

国際交流の活動

その他

参加している活動はない

未回答
全体（n=867）

11.4 

14.9 

20.1 

8.8 

8.0 

9.6 

49.3 

16.5 

40.1 

11.4 

32.1 

2.2 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

時間的に余裕がある

家に閉じこもりたくない

自分自身を向上させたい

特技や考えを活かしたい

活動の趣旨に共鳴した

友人に誘われた

地域の人と交流を図りたい

社会貢献したい

義務で参加しなければならない

仕事に繋がる

昔からの慣習

その他

未回答
全体（n=623）
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⑥地域活動に参加していない理由 

地域活動に参加していない理由としては、「時間的に余裕がない」「仕事が忙しい」とい

う物理的な時間の問題の他、「あまり関心がない」という意見も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.2 

11.4 

12.9 

10.0 

13.3 

23.3 

17.6 

22.4 

13.8 

3.3 

26.7 

15.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事が忙しい

参加する仲間がいない

活動の場が身近にない

経済的な余裕がない

面倒くさい

あまり関心がない

人間関係がわずらわしい

健康や体力に自信がない

自分にあった活動がない

家庭の理解や協力が得られない

時間的に余裕がない

その他

全体（n=210）
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⑦優先したい暮らし方 

優先したい暮らし方では、理想としては男女ともに「仕事と家庭をともに優先したい」

と考えてはいるものの、現実的には男性は「仕事を優先」、女性は「家庭を優先」が多い

という結果となりました。 

【理  想】 

 

 

【現  実】 

 

 

  

6.0 

6.8 

5.4 

22.1 

18.1 

25.2 

2.7 

3.8 

1.8 

30.4 

30.8 

30.2 

2.5 

3.5 

1.8 

7.8 

6.8 

8.7 

20.6 

22.2 

19.5 

7.7 

8.1 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=867）

男性（n=370）

女性（n=497）

「仕事」を優先したい 「家庭」を優先したい

「地域・個人の活動」を優先したい 「仕事」と「家庭」をともに優先したい

「仕事」と「地域・個人の活動」を優先したい 「家庭」と「地域・個人の活動」を優先したい

「仕事」と「家庭」と「地域・個人の活動」をともに優先したい 未回答

28.7 

33.2 

25.4 

21.7 

13.5 

27.8 

3.1 

3.8 

2.6 

19.8 

16.5 

22.3 

5.3 

8.9 

2.6 

5.0 

4.3 

5.4 

8.7 

11.4 

6.6 

7.7 

8.4 

7.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=867）

男性（n=370）

女性（n=497）

「仕事」を優先している 「家庭」を優先している

「地域・個人の活動」を優先している 「仕事」と「家庭」をともに優先している

「仕事」と「地域・個人の活動」を優先している 「家庭」と「地域・個人の活動」を優先している

「仕事」と「家庭」と「地域・個人の活動」をともに優先している 未回答
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⑧職場における男女の平等感 

職場における男女の平等感では、ほとんどの項目で「平等である」という回答が最も多

くなっているものの、男性優遇という回答も多く見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

5.7 

2.9 

4.9 

8.6 

5.7 

11.7 

2.6 

1.0 

3.3 

11.4 

10.4 

12.1 

15.5 

12.1 

17.7 

7.1 

0.8 

13.8 

40.7 

43.9 

40.8 

33.3 

40.3 

24.8 

43.6 

25.2 

38.4 

1.9 

5.4 

6.1 

0.6 

1.5 

1.1 

1.3 

16.0 

3.2 

2.4 

3.1 

2.2 

0.8 

0.3 

0.6 

0.3 

8.6 

2.1 

10.9 

7.9 

7.9 

14.8 

13.6 

16.9 

18.1 

20.9 

11.8 

27.0 

26.3 

25.9 

26.5 

26.5 

27.3 

27.0 

27.4 

27.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

募集・採用のしかた

働きやすい雰囲気

仕事の内容

賃金・昇進・昇格

能力評価

管理職の登用

教育・研修制度

育児・介護休業などの取得

全体的に

男性が優遇されている どちらかといえば男性が優遇されている

平等である どちらかといえば女性が優遇されている

女性が優遇されている わからない

未回答
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⑨仕事と家庭生活を両立させる環境をつくるために必要だと思うこと 

仕事と家庭生活を両立させる環境をつくるために必要だと思うことでは、「男女とも育

児休業、介護休業などを取得できる職場環境づくり」「育児、介護休業中の賃金や手当な

どの経済的支援を充実する」「家族や職場など周囲の理解・協力」等の意見が多くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

  

22.8 

40.6 

32.3 

21.7 

17.9 

22.5 

11.9 

21.1 

31.8 

8.9 

0.9 

2.7 

10.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職場における昇進や賃金などの男女平等の確保

男女とも育児休業、介護休業などを取得できる職

場環境づくり

育児、介護休業中の賃金や手当などの経済的支

援を充実する

結婚、出産、介護などを理由に退職した人を、再

雇用する制度を促進する

労働時間の短縮や在宅勤務、フレックスタイム制

（自由時間勤務）を導入する

保育施設や放課後児童クラブ（学童保育）など、

保育サービスの充実

病児、病後児保育を充実させる

非正規の従業員・職員の労働条件をよくする

家族や職場など周囲の理解・協力

職場内に保育施設を設置する

その他

特になし

未回答
全体（n=867）
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⑩配偶者や恋人などに、次のようなことをされたことがあるか 

全ての項目に関して「ない」とした回答が大半を占めるものの、「なぐる、ける、突き

とばす、なぐるふりをする、刃物を近づけておどすなど、からだへの暴行を受けた」にお

いて「ある」という回答もみられることから、一部に深刻な暴力が存在していることがわ

かります。 

 
なぐる、ける、突きとばす、なぐるふりをする、刃物を近づけておどすなど、からだへの暴行を受けた 

 

長い間無視する、人格を否定するような暴言をはく、大声で怒鳴るなど、精神的な嫌がらせや脅迫を受けた 

 

生活費を渡さない、収入を教えない、借金を強いる、家計に厳しく口を出すなどされた 

 

嫌がっているのに性的行為を要求する、避妊をしないなどされた 

 

友人に会わせない、外出を制限するなどされた 

 

  

7.2 83.7 9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=867）

10.4 80.5 9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=867）

5.2 85.7 9.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=867）

3.7 86.7 9.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=867）

3.1 87.5 9.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=867）

ある ない 未回答
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⑪ＤＶやハラスメント被害に関する相談先 

ＤＶやハラスメント被害に関する相談先では、「相談しなかった」という回答が最も多

く６０％近くを占めていることから、被害が表面化していないケースも多く存在するこ

とが推察されます。 

 

 

⑫ＤＶやハラスメント被害を相談しない理由 

ＤＶやハラスメント被害を相談しない理由では、「相談するほどのことではないと思っ

た」62.1%が最も多く、次いで「相談しても無駄と思った」30.1%、「自分さえ我慢す

ればやっていけると思った」18.9%の順となっています。 

 

  

3.0 

0.3 

0.3 

1.6 

23.5 

1.1 

2.5 

56.3 

14.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

警察

市役所

法務局

民生委員

身近な人

心療内科、医療

NPO

弁護士

その他

相談しなかった

未回答
全体（n=366）

4.4 

30.1 

10.7 

4.9 

18.9 

8.3 

62.1 

4.4 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

どこに相談したらよいかわからなかった

相談しても無駄と思った

恥ずかしくて誰にも言えなかった

相談したことが分かると仕返しをされると思った

自分さえ我慢すればやっていけると思った

自分にも悪いところがあると思った

相談するほどのことではないと思った

その他

未回答 全体（n=206）
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⑬男女共同参画社会を進めるために必要な取組 

男女共同参画社会を進めるために必要な取組では、「壱岐市独自の男女共同参画条例を

つくり、市全体で推進していく」、「男女平等や相互理解・協力などについての学習をする

場を充実させる」、「市への審議会委員や管理職等に女性を積極的に登用する」等の意見

が多くなっています。 

 

  

16.5 

44.6 

33.1 

17.5 

8.4 

8.8 

6.8 

16.6 

16.3 

11.3 

3.8 

14.2 

3.8 

14.2 

11.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女共同参画に関する意識啓発や広報・ＰＲを行う

壱岐市独自の男女共同参画条例をつくり、市全体で推進していく

男女平等や相互理解・協力などについての学習をする場を充実

させる

市への審議会委員や管理職等に女性を積極的に登用する

民間企業、市、団体などの管理職に女性の登用が進むような政策を

とる

従来、女性が少なかった分野への女性の進出を支援する

女性や男性の生き方や悩みに関する相談の場を提供する

労働時間の短縮や、在宅でできる仕事の普及など、男女ともに働き

方の見直しを進める

子育てや介護中であっても仕事が続けられるように民間企業、団体

などと連携して政策をすすめる

保育や介護などのサービス等を充実する

子育てや介護などでいったん仕事を辞めた人の再就職を支援する

女性の起業について支援する

その他

わからない

未回答
全体（n=867）
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（２）事業所アンケート調査 

①業種 

「製造業」が 25.2％と最も多く、次いで「サービス業」12.1％、「医療・福祉」11.2%

の順となっています。 

 
 

②従業員数 

「10 人以上 30 人未満」が 81.3％と大半を占めています。 

 

 

③役職の登用状況 

「事業主・管理職（係長級以上）ともに女性がいる」事業所は 4.7％と非常に少なく、

「どちらもいない」事業所は 53.3％と半数以上を占めています。 

 

  

3.7 1.9
2.8

25.2 10.3 3.7

0.9

9.3 3.7
0.9

2.8 11.2 12.1 1.9 7.5 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

農業、林業 漁業 建設業

製造業 運輸業・郵便業 卸売・小売業

金融・保険業 学術研究、専門・技術サービス業 飲食業・宿泊業

生活関連サービス業、娯楽業 教育、学習支援業 医療・福祉

複合サービス業 サービス業 公務

その他 無回答

81.3 7.5 7.5 1.9
1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

10人以上30人未満 30人以上50人未満 50人以上100人未満 100人以上300人未満 300人以上 無回答

4.7 23.4 15.9 53.3 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

女性事業主・常務役員と女性管理職（係長以上）がいる

女性事業主・常務役員はいるが、女性管理職（係長以上）はいない

女性事業主・常務役員はいないが、女性管理職（係長以上）はいる

どちらもいない

無回答
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④女性の役職がいない理由 

「女性従業員がいなかった、または、少なかった」という回答が最も多くなっていま

す。 

 

 

⑤「産前・産後休業制度」の規程 

62.6％の事業所が、「産前・産後休業制度」を就業規則に規定しています。 

 

 

⑥「配偶者出産休暇制度」の規程 

62.6％の事業所が、「配偶者出産休暇制度」を就業規則に規定しています。 

 

 

  

7.1

45.2

16.7

7.1

9.5

2.4

23.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性の能力開発を行っていない

女性従業員がいなかった、または、少なかった

女性は勤続年数が短く、役職候補になるまでに退職し

てしまう

役職の仕事は女性に任せることはできない

女性自身が役職に就くことを希望しない（消極的であ

る）

女性は家庭での役割が大きいと感じる

その他 n=42

62.6 25.2 2.8 9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

ある ない 検討中 無回答

62.6 25.2 2.8 9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

ある ない 検討中 無回答
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⑦「育児休業制度」の規程 

53.3％の事業所が、「育児休業制度」を就業規則に規定しています。 

 
 

⑧「育児休業制度」を取得可能な子どもの年齢 

「1 歳まで」という回答が 50.9％と最も多く、次いで「1 歳 6 か月まで」の順となっ

ています。 

 
 

⑨「介護休業制度」の規程 

「介護休業制度」を設けている事業所は 43.9％となっており、設けていない事業所も

ほぼ同じくらいの 42.1％となっています。 

 
 

⑩ワーク・ライフ・バランスの理解度 

ワーク・ライフ・バランスを「理解している」という回答は 22.4％となっており、「言

葉は知っている」36.4％、「知らない」38.3％となっています。「言葉は知っている」「知

らない」という回答をあわせると 70％以上を占め、ワーク・ライフ・バランスの理解度

が低いことがわかります。 

 

53.3 39.3 3.7 3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

ある ない 検討中 無回答

50.9 12.3 7.0 8.8 8.8 12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=57

1歳まで 1歳6か月まで 2歳まで 3歳まで 3歳以上 無回答

43.9 42.1 9.3 4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

ある ない 検討中 無回答

22.4 36.4 38.3 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

理解している 言葉は知っている 知らない 無回答
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⑪ハラスメント防止のために実施している取組 

「相談・苦情窓口の設置」、「就業規則へ「ハラスメント」の禁止を規定」という回答が

多くなっていますが、すべての取組の実施率は低くなっています。 

 

 

⑫女性の働き方に期待すること 

「専門職としての技能を高める」、「事務職としての技能を高める」という回答が多く、

「総合職として昇進・昇格する」という回答は 13.1％となっています。 

 

 

⑬女性従業員に望む働き方 

「結婚、出産に関わらず、いつまでも働き続けてほしい」が 86.9％で最も多い回答と

なっています。 

 

  

15.0

17.8

24.3

11.2

21.5

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社内報やパンフレット配布等による啓発

防止のための研修

相談・苦情窓口の設置

相談や苦情を受けた場合の対応マニュアル作成

就業規則へ「ハラスメント」の禁止を規定

実態把握のための調査

その他 n=107

13.1 37.4 31.8 6.5 0.9 10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

総合職として昇進・昇格する 専門職としての技能を高める
事務職としての技能を高める 補助的業務に従事する
その他 無回答

86.9 1.9 7.5 1.9
1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107

結婚、出産に関わらずいつまでも働き続けてほしい 結婚するまで働いてほしい

出産するまで働いてほしい 育児がひと段落してから再び働いてほしい

その他 無回答
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⑭女性を積極的に活用するため、実施している取組 

「性別に関係なく、業務に必要な知識や能力、資格取得のための教育や研修の機会を

提供」57.9％が最も多く、次いで「積極的な女性の採用及び登用」47.7％、「女性のみ

が早めに出社し、事務所の掃除を行う、または、他の従業員のお茶くみをするなど、性別

で役割分担を決めていた考え方の見直し」44.9％の順となっています。 

各種取組の実施率を見てみると、50％を超える取組は「性別に関係なく、業務に必要

な知識や能力、資格取得のための教育や研修の機会を提供」のみとなっています。 

 

  

47.7

24.3

34.6

26.2

15.0

22.4

57.9

26.2

16.8

22.4

12.1

43.0

44.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

積極的な女性の採用及び登用

女性の活用に関する担当部局・担当者を設けるなど、事業

所内での推進体制を整備

女性が少ない職場・職種への女性従業員の配置、意欲と能

力がある女性の積極的登用

性別により評価されることがないよう、人事考課基準の

明確化

女性従業員比率の数値目標を設定、計画的な女性比率を

高める

管理職や男性従業員に対し、女性活用の重要性について

の意識啓発

性別に関係なく、業務に必要な知識や能力、資格取得のた

めの教育や研修の機会を提供

仕事と家庭の両立支援制度の整備

女性活用に関するセミナー等への参加、情報収集

パートから常用雇用等への転換を基準化

体力面での個人差を補う器具・設備等の導入、作業方法の

検討

女性従業員からも提案できる制度

女性のみが早めに出社し、事務所の掃除を行う、または、

他の従業員のお茶くみをするなど、性別で役割分担を決め

ていた考え方の見直し

n=107
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⑮職場における「男女共同参画」の推進について、市の事業や政策に望むこと 

「保育施設や保育サービスなどの子育て環境の充実」64.5%が最も多く、次いで「高

齢者や病を患っている方のための施設や介護サービスの充実」59.8%、「出産・育児・介

護・看護制度導入に関する経済的支援」52.3%の順となっています。 

 

 

 

 

 

  

64.5

59.8

52.3

4.7

8.4

2.8

9.3

20.6

6.5

12.1

5.6

8.4

7.5

3.7

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育施設や保育サービスなどの子育て環境の充実

高齢者や病を患っている方のための施設や介護サービス

の充実

出産・育児・介護・看護制度導入に関する経済的支援

広報誌やパンフレットなどによる男女平等と相互理解や協

力についての啓発

事業所向けの、男女共同参画に関する情報の提供や講

座の開催

事業者が行う研修会等への講師の派遣・紹介

法律や制度の周知、啓発及び女性の能力活用方法など

についての情報提供

結婚・妊娠・出産のために退職した従業員の再雇用推進

策（相談・研修など）の実施

女性の職業教育・訓練の機会の充実

女性の医療・健康づくりのための支援

企業や女性のための相談機関の充実

研修・講座等、男女共同参画に関する社会教育の推進

女性の活用や仕事と家庭の両立などに積極的に取り組ん

でいる事業所の表彰、PR

男女共同参画推進に取り組む事業所などに対する、入札

等における優遇措置の導入

その他 n=107
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（３）自治公民館アンケート調査 

①館長（会長）の性別 

男性が 97.8％と大半を占め、女性は 2.2％となっています。 

 

 

②女性部（婦人会など）の有無 

「ある」と回答した自治公民館は、80.8％となっています。 

 

 

③館長（会長）選出方法 

主な選出方法は、「前期の副館長（副会長、会計）などの持ち上がり」39.0％が最も

多く、次いで「持ち回り（輪番）」29.7％、「話合い」16.5％の順となっています。 

 

 

  

97.8 2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=182

男性 女性 無回答

80.8 17.6 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=182

ある ない 無回答

4.4 29.7 16.5 7.7 39.0 2.2
0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=182

投票等の選挙 持ち回り（輪番）

話し合い 役員会や総会等の推薦

前期の副館長（副会長、会計）などの持ち上がり その他

無回答
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④館長以外の役員選出に関する決まりごと 

「年齢や性別に関する決まりは特にない」54.9％が最も多く、次いで「正式な決ま

りとはしていないが、これまでの慣習やしきたりで、ほぼ毎年、役員の年代や性別が 

同じになっている」25.3％、「規約などに決まりがある」18.1％の順となっており、

43.4％の自治公民館で、年齢や性別に関する決まりや、事実上の決め事などがあると

いう結果となっています。 

 

 

⑤役員選出に関する決まりごとの内容 

決まりごとの内容としては、「年齢順」72.7％、「一定年齢以上は役員就任の免除が

ある」66.7％が主な内容となっています。 

 

 

  

18.1 25.3 54.9 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=182

規約などに決まりがある

正式な決まりとはしていないが、これまでの慣習やしきたりで、ほぼ毎年、役員の年代や性別が同じになっている

年齢や性別に関する決まりは特にない

無回答

72.7

33.3

66.7

15.2

6.1

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年齢順

年齢による制限

一定年齢以上は役員就任の免除がある

性別による制限（「役員は原則男性がす

る」など）

性別によるあて職（「副館長（会長）１名

は女性がする」など）

その他 n=33
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⑥地域団体の役員に女性が少ない原因 

「社会の風潮、しきたり、慣習から男性が選出される」53.8％が最も多く、次いで

「女性は家事・育児・介護などで忙しい」42.9％、「女性自身が役員になることを望ん

でいない」42.9％、「女性を受け入れる環境づくりができていない」20.3％の順とな

っています。 

 

 

⑦今後、役員に女性の登用を増やそうと考えているか。 

「はい」39.0％という回答が最も多くなっていますが、「いいえ」18.7％と、「わか

らない」36.3％を合わせた半数以上の自治公民館が、女性役員を増やすことに悩まれ

ているようです。 

 

  

53.8

42.9

6.0

20.3

16.5

42.9

4.4

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会の風潮、しきたり、慣習から男性が選出される

女性は家事・育児・介護などで忙しい

組織をまとめていくことは女性に向いていない（男性

の方が向いている）

女性を受け入れる環境づくりができていない

地域において女性が代表となった事例がない

女性自身が役員になることを望んでいない

その他

分からない
n=182

39.0 18.7 36.3 6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=182

はい いいえ わからない 無回答



26 
 

⑧集会開催時の出席者の性別 

「ほとんどが男性」35.2％、「やや男性が多い」37.4％という回答をあわせた、

70％以上の自治公民館で男性の出席者の方が多いという結果となっています。 

 

 

⑨奉仕作業を欠席した場合の「過怠金」などを設けているか 

「はい」という回答は 63.7％と、「過怠金」を設けている自治公民館が多いという結

果となっています。 

 

 

⑩女性が参加した場合の過怠金制度を設けているか 

「過怠金」を設けている自治公民館のうち、「（道つくりなどに）女性が参加した場合

の過怠金を設けている」が 6.0%（７自治公民館）という回答となっています。 

 

 

  

35.2 37.4 17.0 4.9 3.8
1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=182

ほとんどが男性 やや男性が多い ほぼ同数 やや女性が多い ほとんどが女性 無回答

63.7 33.5 2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=182

はい いいえ 無回答

6.0 94.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=116

ある ない 無回答
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⑪今後、自治公民館として取り組んでいきたいと思うこと 

「年齢・性別と問わない地域活動への参加促進」42.9％という回答が最も多く、次

いで「安全・安心な暮らしのための防災・減災の取組」38.5％、「高齢者が活躍できる

場づくりや集いの場づくり」33.5%の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.3

42.9

33.5

9.9

24.7

38.5

11.5

3.8

16.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域で子育てを支援する仕組みづくり

年齢・性別と問わない地域活動への参加促進

高齢者が活躍できる場づくりや集いの場づくり

現役時代の経験を活かせる仲間づくり

世代間の交流を図る事業の取組

安全・安心な暮らしのための防災・減災の取組

地域で活動している市民活動団体との協働・連携

その他

特に考えていない
n=182
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第３章 計画の基本理念 
 

１ 基本理念 

「第１次壱岐市男女共同参画基本計画」では、女性も男性も一人ひとりの人権が尊重さ

れ、男女が社会の対等な構成員として、自らの意思により社会のあらゆる分野に共に参画

する機会が確保され、男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担う「男女共同参画社会」の実現を目指し、「男女（とも）に

築こう自分らしく輝けるまち『壱岐』」の基本理念のもと、施策を推進してきました。 

基本理念とは、本計画を推進する上で基軸となるものであり、その実現に向けて各種施

策が展開されることが重要であることから、本計画においても「第１次壱岐市男女共同参

画基本計画」で定めた基本理念を継承し、引き続き目標の達成に向けた施策を推進します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本目標 

基本理念の実現に向けて、五つの基本目標を設定し、施策の推進を図ります。 

 

基本目標Ⅰ 男女共同参画社会の実現に向けた意識づくり 

 

基本目標Ⅱ 男女がいきいきと暮らせる社会づくり 

 

基本目標Ⅲ 男女共同参画による豊かで活力ある地域づくり 

 

基本目標Ⅳ 仕事と家庭の両立ができる環境づくり 

 

基本目標Ⅴ 配偶者等に対する暴力のない社会づくり 

 

  

 

男女
と も

に築こう自分らしく輝けるまち 

「壱岐」 
基本理念 
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３ 施策の体系 

 

 

基本理念 基本目標 施策

基本目標Ⅰ

基本目標Ⅱ

基本目標Ⅲ 　

基本目標Ⅳ

基本目標Ⅴ

男
女
に
築
こ
う
自
分
ら
し
く
輝
け
る
ま
ち
「

壱
岐
」

　１　男女共同参画への意識啓発

　２　教育の場における男女共同参画の推進
男女共同参画社会の実現に

向けた意識づくり

 男女がいきいきと暮らせる
社会づくり

男女共同参画による豊かで
活力ある地域づくり

　１　ワーク・ライフ・バランスの推進
　２　雇用の場における男女共同参画の推進
　３　女性の活躍推進と男性の意識改革
　４　市役所における男女共同参画の推進

仕事と家庭の両立ができる
環境づくり

（女性活躍推進計画）

　１　DVを許さない意識づくりの推進
　２　安心して相談できる相談体制の整備
　３　DV被害者の安全確保と自立支援
　４　関係機関の連携・協力

配偶者等に対する暴力のない
社会づくり

（DV基本計画）

　１　安全・安心なまちづくりの推進

　２　健康な生活を確保できる環境整備

　１　家庭や地域における男女共同参画の
　　　推進
　２　施策・方針決定過程への男女共同参画
　　　の推進

と

も
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第４章 具体的な施策の推進 
 

基本目標Ⅰ 男女共同参画社会の実現に向けた意識づくり 

 

男女共同参画社会を実現するには、男女がお互いの人権を尊重し、価値観やライフスタ

イルを理解し合い、それぞれの個性や能力を十分に発揮できることが必要となります。 

男女の個人としての尊厳を重んじ、男女がそれぞれ一人の人間として能力を発揮できる

社会・壱岐市の実現をめざし、男女共同参画について理解を深めるための啓発活動を行い

ます。また、男女共同参画社会の実現に向け、教育環境の整備及び学校教育・社会教育を

通じて、男女共同参画の意識づくりを進めていきます。 

 

【成果目標】 

指標 
現状値 

平成 28 年度 
目標値 

平成 38 年度 

家庭生活において男女が平等であると感じている市民の割合 41.4% 50.0% 

「男女共同参画」の内容を知っている市民の割合 36.2% 70.0% 

男女共同参画に関する講演会、研修会、出前講座などの開催 年 2 回 年 5 回以上 

学校教育の場において男女が平等であると感じている市民の割合 55.2% 65.0% 

 

 

１ 男女共同参画への意識啓発 

【現状と課題】 

市民の意識や行動、社会制度・慣行等の中には、性別による偏りや男女の役割に対する

固定的な考え方が現在でも根強く見られます。 

男女間の不平等は人権の問題でもありますが、現実には性別による役割分担意識がある

ことから、社会の様々な場面で、女性が男性に比べ、不利な状況にあることが指摘されて

います。 

「市民アンケート調査」によると、男女平等に関する意識（P7 ②男女平等に関する意

識 参照）では、「学校教育の場」「家庭生活」「職場」において、比較的平等とした意識が

高くなっていますが、「社会通念・慣習・しきたり」「政治・経済活動の場」では、まだまだ

男性優遇の意識が高いという結果が見られます。 

このような固定的な性別役割分担意識を解消し、自らの個性と能力によって生き方を選

択し、対等な立場でお互いを支えあう社会にするためには、市民一人ひとりの意識の見直

しが必要です。 

一人ひとりがこのような意識に気づき、しきたりや慣習について見直すなど、できると

ころから行動していくことが大切であり、そのため様々な情報の発信など積極的な啓発活

動への更なる取組が必要です。 
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【具体的施策】 

（１）市民意識の変革と形成 

人権を尊重した社会の実現には、未だ根強く残っている「男が仕事、女は家庭」といっ

た固定的な性別による役割分担意識を見直す必要があります。壱岐市は様々な活動を通し

て市民意識の変革と形成を促し「やさしさと思いやりで築く安心のまちづくり」を進めま

す。 

施策の内容 担当課 

人権に関する意識啓発 総務課 

人権週間（毎年 12 月 4 日～10 日）や男女共同参画週間（毎年 6 月 23 日～

29 日）を活用した意識啓発活動の実施 

総務課 

政策企画課 

 

（２）各種講演会・研修会・講座の開催による意識啓発 

男女共同参画をテーマとした講演会・研修会を開催し、男女共同参画についての正しい

理解や男女共同参画社会の理念の普及・啓発に努めます。 

施策の内容 担当課 

男女共同参画社会実現に関する講演会や体験型の研修会等の開催 政策企画課 

 

（３）市行政における人権尊重の徹底 

市政運営にあたり、常に人権尊重の視点から各種事業を展開する必要があります。市で

は職員意識の向上等を図り、あらゆる市政運営において人権尊重を徹底します。 

施策の内容 担当課 

職員研修等を通じて人権の尊重を徹底 総務課 

市が刊行する広報紙、資料及びウェブサイト等の表記を見直し 総務課 

 

（４）男女共同参画社会に関する情報収集・提供 

国や県、及び関係団体が発信する男女共同参画社会の実現に向けた取組等について情報

収集し、それらを市民に対し情報提供します。 

施策の内容 担当課 

市広報等を通しての情報提供 政策企画課 

市ホームページを通じての情報提供 政策企画課 
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２ 教育の場における男女共同参画の推進 

【現状と課題】 

教育の場においては、これからの社会を担う子ども達が、社会の中で自分らしく生きて

いくために、個人の個性や能力を尊重する人権教育や男女平等教育が必要です。また、社

会教育においては、男女が生涯を通じて個人の尊厳と男女平等の意識を高めるとともに、

家庭生活の大切さを認識できるような学習の機会が必要です。 

「市民アンケート調査」による、「学校教育の場」における男女平等に関する意識（P7 

②男女平等に関する意識 参照）では、「平等」とする回答が 55.2%と半数以上を占めて

いるものの、男性優遇という意見も、少数ですが存在します。 

 

【具体的施策】 

（１）学校、家庭及び地域における男女平等の推進 

保育、学校教育の場において使用する教材等には人権尊重及び男女平等といった意識が

既に大部分において導入されていますが、保育士や教職員の発する言葉、態度などを通じ

て、気づかないまま子どもたちの価値観形成に影響を与えていることも考えられます。こ

れらに対応するため、性別にとらわれず個人を尊重する教育を更に充実させる必要があり

ます。 

また、生涯を通じて男女がともに参加できる学習環境の充実を図ります。 

施策の内容 担当課 

各種研修を通じての教職員及び保護者等の意識啓発 
こども家庭課 

学校教育課 

人権の尊重や男女平等に関する教育の実践 学校教育課 

学校生活や運営における慣行の見直し 
こども家庭課 

学校教育課 

生涯学習情報の提供及び生涯学習環境の充実 社会教育課 

 

（２）教育のための情報提供と環境整備 

人権が尊重される男女共同参画社会実現のために、意識啓発を促すため適切な情報の提

供に努めます。また、必要な環境整備も併せて推進していきます。 

施策の内容 担当課 

教育関係者に対する情報提供 学校教育課 

学校及び市立図書館における男女共同参画に資する図書の充実 
学校教育課 

社会教育課 

生涯を通じた学習環境の充実 社会教育課 
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基本目標Ⅱ 男女がいきいきと暮らせる社会づくり 

 

誰もが住み慣れた地域で安全に安心して生活するためには、犯罪に巻き込まれない、災

害時であっても安全に避難できるなど、防犯・防災体制の整備が必要です。 

また、男女が互いにそれぞれの性の特性を理解した上で、生涯にわたり健康的な生活を営む

ことができるよう、性や健康に関する正しい知識や情報の提供を行うとともに、様々なシーン

に応じた健康支援に取り組み、心身の健康の維持増進を図ります。 

 

【成果目標】 

指標 
現状値 

平成 28 年度 
目標値 

平成 38 年度 

壱岐市結婚応援隊の登録者数 7 人 14 人 

特定健診受診率 50.0% 60.0% 

 

 

１ 安全・安心なまちづくりの推進 

【現状と課題】 

本格的な少子・高齢社会の到来に向け、誰もが安全・安心に暮らしていけるよう、地域コ

ミュニティにおける防犯・防災活動や災害復興には、男女共同参画の視点が大変重要です。 

増加及び多様化する犯罪に備えた犯罪防止の取組や関係機関との連携などが必要となり

ます。 

また、被災時には、男女のニーズの違いの把握を行った上で、避難所の設営を行うなど

の防災体制の整備を行う必要があります。 

 

【具体的施策】 

（１）地域ぐるみですすめる安全・安心なまちづくり 

近年、地域における犯罪は増加傾向にあります。壱岐市では老若男女すべての市民が安

心して暮らせるまちづくりを推進します。 

施策の内容 担当課 

保育所、学校、病院及び警察等との連携強化 

こども家庭課 

学校教育課 

危機管理課 

行政と地域が一体となった犯罪防止の取組 危機管理課 

家庭におけるコミュニケーションの充実及び、しつけ等の教育力の強化 

こども家庭課 

学校教育課 

社会教育課 

市役所内における相談窓口の設置 危機管理課 
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（２）男女のニーズの違いを考慮した防災体制の整備 

災害や防災について意識し、被害を少しでも軽減できるように、男女の参画による自主

防災活動の支援・活性化を図るとともに、被災時には、男女のニーズの違いを意識した避

難所の整備を行います 

施策の内容 担当課 

男女共同参画による自主防災活動の充実 危機管理課 

男女のニーズの違いを意識した避難所の整備 危機管理課 

 

 

２ 健康な生活を確保できる環境整備 

【現状と課題】 

男女がお互いの身体的特性を十分に理解し合い、思いやりを持ち生活していく事が重要

であり、男女それぞれに応じた健康づくりの充実が必要です。 

少子高齢化に歯止めをかけるためにも、妊娠、出産及び育児への支援はもとより、新た

な出会いを含めた結婚への支援も重要となってきます。 

また、増加傾向にある高齢者が経験を生かし、地域社会との関わりを持ち続け、自分ら

しく充実した生活をおくれるようにするとともに、介護を支援する環境の整備を行う必要

があります。 

 

【具体的施策】 

（１）健康づくりの支援 

心身の健康を保持することにより、健やかに安心して暮らすことができる社会の実現を

めざします。 

施策の内容 担当課 

市民の健康増進を支援する仕組みづくり及び「壱岐市保健事業計画」「壱岐市

データヘルス計画」の推進 
健康保健課 

各種保健事業（相談・健康診断・教育）の充実 
健康保健課 

学校教育課 

健康づくりのためのスポーツの奨励や普及啓発 

社会教育課 

健康保健課 

市民福祉課 
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（２）時代に相応した結婚及び子育て支援 

深刻な社会問題となっている少子高齢社会に歯止めをかけるためにも、生活様式（ライ

フスタイル）の多様化に対応した、結婚の支援や安心して子育てができる環境の整備を推

進します。 

施策の内容 担当課 

結婚相談事業の充実 政策企画課 

男女の出会いの場の提供 政策企画課 

未満児、延長保育の充実 こども家庭課 

子育て支援事業の充実 こども家庭課 

学童保育の充実 こども家庭課 

男女が協力しあい子育てができる環境整備 

こども家庭課 

学校教育課 

社会教育課 

ひとり親家庭等への生活支援 こども家庭課 

 
（３）母子保健サービスの拡充 

妊娠や出産などに対する支援を充実させるとともに、次世代を担う子どもたちを健やかに育

てることができる環境整備に努めます。 

施策の内容 担当課 

妊娠、出産及び育児に対する不安等を軽減する支援体制の充実 
こども家庭課 

健康保健課 

母子に対する健康診査、健康診断、訪問指導等の充実 健康保健課 

育児交流や親のための交流の場の提供 
こども家庭課 

健康保健課 

 

（４）高齢者の自立生活支援のための環境整備 

高齢期の男女がともに健康でいきがいをもって自立した生活ができる環境づくりに努めます。 

施策の内容 担当課 

高齢者の雇用機会提供 市民福祉課 

高齢者向けのスポーツ、文化活動の推進・支援 
市民福祉課 

社会教育課 

シルバー人材センターの運営支援 市民福祉課 

高齢者の技術や知識・経験の活用 関係各課 
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（５）介護を支援するための環境整備 

介護される人、または、介護を行う人にとって安心できる環境づくりに努めます。 

施策の内容 担当課 

介護サービスが利用しやすい環境づくり 健康保健課 

男女が共に協力して参加できる介護環境づくり 健康保健課 

介護サービス事業の充実 健康保健課 

介護する方への支援の拡充や相談窓口体制の充実 健康保健課 
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基本目標Ⅲ 男女共同参画による豊かで活力ある地域づくり 

 

「活力ある地域づくり」の推進には、家庭生活と仕事や地域活動などが両立できる社会

の実現が必要です。家庭生活において家族の一人ひとりがお互いを尊重しあい、相互に協

力しあえる環境づくりをめざします。 

また、男女共同参画社会の実現に向けて、市民の誰もが共通の理解と認識を深め、円滑

なコミュニケーションを図るため、地域活動における男女共同参画の促進など市民主体の

取組に対する支援や、市の政策や方針決定過程への参画などの取組を積極的に行い、あら

ゆる分野における女性リーダーの育成や登用をさらに推進し、男女が共に参画する社会づ

くりを進めていきます。 

 

【成果目標】 

指標 
現状値 

平成 28 年度 
目標値 

平成 38 年度 

地域において女性が差別されるような慣習等があると思う人の割合 15.5% 10.0% 

女性が参加した場合の過怠金制度を設けている自治公民館の数 7 か所 0 か所 

自治公民館における女性館長の割合 2.2% 5.0% 

各種審議会・委員会等への女性参加率 17.0% 30.0% 

女性人材バンクの登録者数  6 人 36 人 

 

 

１ 家庭や地域における男女共同参画の推進 

【現状と課題】 

「市民アンケート調査」によると、家庭内の家事などの分担（P8 ③家庭内の役割分担 

参照）においては、ほとんどの項目において「夫婦で分担」することが理想であるのに対

し、現実は「主に妻」が行っているとした現状です。家事・育児・介護など男女を問わず家

族全員で分担することは、男女平等意識を育てるうえで大変重要なことであり、家庭教育

等を通したジェンダーにとらわれない意識の改革などが必要です。 

地域活動の中においても、男女の役割に対する固定的な考え方が現在でも根強く見られ、

婦人会などによる地域活動の中で活躍する女性は多いにもかかわらず、組織の代表者など

役職は男性がほとんどを占めているのが現状です。 

「自治公民館アンケート調査」によると、婦人会などの女性部がある自治公民館（P23 

②女性部（婦人会など）の有無 参照）は８割以上にのぼるものの、女性の館長の割合（P23 

①館長（会長）の性別 参照）は 182 公民館中 4 公民館と非常に少なくなっています。

一方、今後女性役員の登用を考えている公民館（P25 ⑦今後、役員に女性の登用を増や

そうと考えているか 参照）は４割近くとこれまでの自治公民館活動を見直そうとする動

きもみられるようです。 

地域活動を活性化し、男女共同参画を進めるためには、より多くの人が活動に参加する
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とともに、活動の場での社会通念や慣習・しきたりなどの固定的な役割分担意識を是正す

ることが必要です。 

 

【具体的施策】 

（１）男女が協力しあえる家事・育児・介護等の環境整備 

家庭内での負担が偏らないよう、一人ひとりが家族の一員であることへの認識、理解の

ための情報提供や意識啓発に努めます。 

施策の内容 担当課 

家庭内での負担の見直し、家事・育児の社会的重要性の啓発 政策企画課 

男性の家事・育児・介護への参加啓発 政策企画課 

広報紙等を通じた意識啓発 政策企画課 

 
（２）地域活動における男女共同参画の推進 

一人ひとりがそれぞれの地域において能力を発揮できるような意識啓発に努め、住みや

すい地域づくりを進めます。 

施策の内容 担当課 

地域における慣行の見直し 政策企画課 

男女が共同で行う地域活動の支援 政策企画課 

自治会等での意思決定過程への女性参画拡大 政策企画課 

 

（３）自主的な市民活動への支援 

市民による自主的なボランティアやＮＰＯ活動団体の設立及び運営を支援するとともに、

女性関係団体のネットワーク化を促し、行政と市民協働によるまちづくりを推進します。 

施策の内容 担当課 

団体設立に対する支援 
政策企画課 

市民福祉課 

活動継続に対する支援 
政策企画課 

市民福祉課 

既存団体等にとらわれず市民参加ができる環境づくり 政策企画課 

女性関係団体の連携支援 政策企画課 
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２ 施策・方針決定過程への男女共同参画の推進 

【現状と課題】 

各審議会・委員会等への女性の登用率を、平成 30 年度までに 30％にすることを目的と

していますが、現状、女性登用率は 17％となっており、20％未満の状態が続いています。 

これまで女性の人材把握ができていなかったことも登用率が上がらなかった原因の一つ

であると考え、女性人材バンク（つばきぽけっと）の設置を行いました。 

また、「市民アンケート調査」による、男女共同参画社会を進めるために必要な取組（P16 

⑬男女共同参画社会を進めるために必要な取組 参照）では、「市への審議会委員や管理職

等に女性を積極的に登用する」の回答が多くなっています。 

政策・方針決定過程へ男女が共に参画することができ、双方の意見が対等に反映される

よう、女性の参画機会の拡大に向けて、女性人材の育成や意識の啓発を行うとともに、市

の審議会等委員への積極的な登用の推進を図ります。 

また、民間企業等においても方針等の決定の場に女性が参画できるよう啓発活動などを

展開します。 

 

【具体的施策】 

（１）市の施策・方針決定過程への女性参画の拡大 

市政運営において、「人にやさしい、わかりやすい仕組みづくり」をすすめるためにも、

女性が積極的に方針決定や企画立案過程に参画できるよう、女性人材バンクの登録者数の

増加を図るなど、女性をとりまく環境整備を促進します。 

施策の内容 担当課 

各種審議会・委員会等への女性参加率の向上促進 
総務課 

政策企画課 

女性の管理職への登用比率向上に向けた人材育成 総務課 

 
（２）事業所・各種団体等への推進支援 

民間企業における意思決定過程への女性参画比率向上に向けた各種啓発活動を実施しま

す。 

施策の内容 担当課 

性別に関わりなく有能な人材が管理職へ登用されるよう啓発活動を実施 政策企画課 

 
 

  



40 

 

基本目標Ⅳ 仕事と家庭の両立ができる環境づくり 

 

男女が家族の一員として、その責任を果たしながら仕事を継続することができ、多様で

かつ柔軟な働き方を可能とし、互いの人権を尊重し対等なパートナーとして気持ち良く働

くことができるよう、市民や事業所に対して啓発や情報提供などを通じたワーク・ライフ・

バランスの推進を図ります。 

「女性活躍推進法」がめざす女性が十分に能力を発揮し活躍できるような環境の整備を

行うためには、社会全体で子育てを支援する環境づくり、高齢者等が安心して暮らし続け

られる介護支援策の充実を図り、育児・介護と仕事が両立できる環境づくりが重要です。 

働く場における男女の均等な機会と待遇の確保に向け、既存の固定的な性別による役割

分担意識等を解消し、自らの意識と能力に応じて、一人ひとりがいきいきと活躍できる社

会の実現をめざします。 

 

【成果目標】 

指標 
現状値 

平成 28 年度 
目標値 

平成 38 年度 

女性の事業主・管理職（係長以上）がいる事業所の割合 4.7% 10.0% 

育児休業制度を規定している事業所の割合 53.3% 60.0% 

介護休業制度を規定している事業所の割合 43.9% 50.0% 

「ワーク・ライフ・バランス」という言葉の認知度 19.8% 30.0% 

「仕事」と「家庭」をともに優先している市民の割合 19.8% 30.0% 

市役所の管理職における女性登用率 10.9% 15.0% 

 

 

１ ワーク・ライフ・バランスの推進 

【現状と課題】 

「市民アンケート調査」による、仕事とワーク・ライフ・バランス（P11 ⑦優先した

い暮らし方 参照）では、理想としては男女ともに「仕事と家庭をともに優先したい」と考

えてはいるものの、現実的には男性は「仕事を優先」、女性は「家庭を優先」が多いという

結果となり理想と現実に大きな開きが見られます。 

また、「事業所アンケート調査」による、ワーク・ライフ・バランスの理解度（P19 ⑩

ワーク・ライフ・バランスの理解度 参照）では、「理解している」という回答は２割強と

大変少なくなっています。 

こうした問題を解決するために、ワーク・ライフ・バランスの推進が不可欠であり、市民

に対して情報提供を図るとともに、事業所等に対して、啓発や情報提供等を行っていく必

要があります。  
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【具体的施策】 

（１）ワーク・ライフ・バランスの普及、啓発 

ワーク・ライフ・バランスの推進を行うため、市民や事業者に対する講座や研修などの

啓発を行います。 

施策の内容 担当課 

ワーク・ライフ・バランスに関する情報の提供 政策企画課 

事業所等に対するワーク・ライフ・バランスの啓発 政策企画課 

 
 

２ 雇用の場における男女共同参画の推進 

【現状と課題】 

「市民アンケート調査」による、職場における男女の平等感（P12 ⑧職場における男

女の平等感 参照）では、ほとんどの項目で「平等である」という回答が最も多くなってい

るものの、男性優遇という回答も多く見られました。 

雇用の場での均等な機会と待遇の確保を図るため、あらゆる分野での意識改革を進める

取組が必要です。そのためには、事業所に対して男女平等に関する取組を推進するととも

に、すべての男女に対して、性別により差別されることなく労働が正当に評価され、経済

的地位が確保されるような労働環境の整備、働きながら安心して子どもを産み育てること

ができる環境の整備など、適正な労働条件の整備の促進について啓発活動が必要です。 

今後は、ハローワーク、商工会、労働基準監督署等関係機関と連携を図りながら広報・啓

発活動を充実させていく必要があります。 

 

【具体的施策】 

（１）事業所等に対する啓発活動の推進 

既存の制度・慣行の見直しを促すべき、男女共同参画の基本理念や市の基本計画につい

て事業主を対象に理解を促し、事業所内における啓発活動を推進します。 

施策の内容 担当課 

事業所等への情報提供 政策企画課 

事業主に対する啓発活動 政策企画課 

事業所等への女性管理職登用についての啓発の推進 政策企画課 
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３ 女性の活躍推進と男性の意識改革 

【現状と課題】 

近年、働く女性は増加傾向にあるものの、一方で仕事の他に家事、子育て、介護等を多く

担っている現状があります。 

女性が十分に能力を発揮し、職場、地域、家庭等あらゆる場面で活躍できるような環境

整備に向けて、情報の提供や啓発などを推進するとともに、子育て支援の充実を図る必要

があります。 

「市民アンケート調査」によると、家庭内の家事などの分担（P8 ③家庭内の役割分担 

参照）においては、ほとんどの項目において「主に妻」が行っているという回答が得られま

した。 

女性の活躍推進のためには、子育て支援、介護サービスの充実を図るとともに、男性の

家事、育児、介護への積極的な参画が必要です。 

 

【具体的施策】 

（１）仕事と家庭が両立できるための環境整備 

現代の多様な生活様式（ライフスタイル）に対応した子育て支援や介護サービス等を実

施し、仕事と家庭生活が両立できる環境づくりを支援します。 

施策の内容 担当課 

男女が協力し、家事及び介護ができる環境整備 
健康保健課 

市民福祉課 

社会及び会社組織における社会保障制度の徹底と充実 
健康保健課 

市民福祉課 

未満児、延長保育の充実（再掲） こども家庭課 

子育て支援事業の充実（再掲） こども家庭課 

学童保育の充実（再掲） こども家庭課 

男女が協力しあい子育てができる環境整備（再掲） 

こども家庭課 

学校教育課 

社会教育課 

介護・福祉サービスが利用しやすい環境づくり（再掲） 
健康保健課 

市民福祉課 

男女が共に協力して参加できる介護環境づくり（再掲） 健康保健課 

介護・福祉サービス事業の充実（再掲） 
健康保健課 

市民福祉課 

介護する方への支援の拡充や相談窓口体制の充実（再掲） 
健康保健課 

市民福祉課 

男性の家事・育児・介護への参加啓発（再掲） 政策企画課 
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４ 市役所における男女共同参画の推進 

【現状と課題】 

本市では、平成 19 年 3 月に、「第１次 壱岐市男女共同参画基本計画」を策定し、男女

共同参画社会の実現に向けた取組を実施してきました。引き続き、この取組を着実に進め

るため、あらゆる分野において男女共同参画の視点に立って関連施策を企画・立案・実施

するとともに、市自らが男女共同参画推進の牽引役を果たすなど、市役所が一体となって

取り組むことが必要です。 

 

【具体的施策】 

（１）市行政における男女共同参画の推進 

市行政運営における既存の各種制度や慣行について見直しをはかるとともに、職員の意

識改革を促し、市役所自らが男女共同参画のモデル的な職場となるよう努めます。 

施策の内容 担当課 

市職員への男女共同参画意識の啓発 
総務課 

政策企画課 

「壱岐市次世代育成支援行動計画」の適切な実施 こども家庭課 

女性活躍推進法及び次世代育成支援対策推進法に基づく「特定事業主行動計

画」の推進 
総務課 
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基本目標Ⅴ 配偶者等に対する暴力のない社会づくり 

 

配偶者等からの暴力「ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）」は、犯罪となる行為を含

む重大な人権侵害であり、いかなる場合であっても決して許されるものではありません。

ＤＶが身近にある重大な犯罪であることを認識する中で、「暴力を許さない社会の実現」を

めざし、男女共同参画社会の実現に向けた様々な取組とともに、配偶者等からの暴力の防

止及び被害者への支援を、関係機関と連携しながら総合的に進めていきます。 

 

【成果目標】 

指標 
現状値 

平成 28 年度 
目標値 

平成 38 年度 

ＤＶ被害を受けた際に「相談しなかった」市民の割合 56.3% 50.0% 

デート DV 防止授業（市内中学生対象） 年１回 年１回 

ＤＶに関連する研修会の開催  2 年 1 回 

 

 

１ DV を許さない意識づくりの推進 

【現状と課題】 

ＤＶを防止していくためには、男女の人権を尊重し、“個人の尊厳を傷つける暴力は許さ

ない”という意識を社会全体で共有することが重要です。 

「市民アンケート調査」による、ＤＶ被害に関する設問（P14 ⑩配偶者や恋人などに、

次のようなことをされたことがあるか 参照）では、全ての項目において「されたことが

ない」という回答が大半を占めるものの、「なぐる、ける、突きとばす、なぐるふりをする、

刃物を近づけておどすなど、からだへの暴行を受けた」において「されことがある」という

回答もみられることから、一部に深刻な暴力が存在していることがわかります。 

配偶者等に対して暴力を振るうことは、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害である

とともに、子どもが同居する家庭において、配偶者に対する暴力や暴言など、子どもに著

しい心理的外傷を与える言動を行うことは児童虐待に当たることなど、ＤＶについての正

しい理解を広げていくために、広報・啓発に取り組んでいく必要があります。 

 

  



45 

 

【具体的施策】 

（１）ＤＶ防止に向けた意識啓発 

DV についての理解を深め、DV を許さないという意識が市民に共有されるように、情

報提供や意識啓発等に努めます。 

施策の内容 担当課 

あらゆる暴力（ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）等）根絶に向けた啓発

活動 

こども家庭課 

政策企画課 

市民福祉課 

セクシャル・ハラスメント根絶に向けた啓発活動 
こども家庭課 

政策企画課 

行政と地域社会が連携した根絶への取組 

こども家庭課 

政策企画課 

市民福祉課 

 

 
２ 安心して相談できる相談体制の整備 

【現状と課題】 

ＤＶ被害者は、被害者への支援等に関する情報を入手し、それを活用することが必要で

すが、被害者が孤立し利用できる支援等に関する情報を入手する機会が制限されている場

合が多く、また、被害者自身に自ら受けている暴力が重大な人権侵害であるという認識が

ないケースも多く見られます。 

「市民アンケート調査」による、ＤＶ被害に対する対応策（P15 ⑪ＤＶやハラスメン

ト被害に関する相談先 参照）では、「相談しなかった」という回答が最も多く 6 割近くを

占め、相談しなかった理由（P15 ⑫ＤＶやハラスメント被害を相談しない理由 参照）

としては、「相談する程の事ではないと思った」という回答が６割以上もあることから、相

談に至らないケースも多いと考えられます。 

被害が深刻になる前に、被害者が安心して相談できる体制を整備し、市の相談窓口をは

じめ、さまざまな相談窓口があることを知らせて、周知度を高めることが課題といえます。 

 

【具体的施策】 

（１）ＤＶ被害者支援に関する相談体制の整備 

身近な相談窓口について広く周知を行うとともに、より専門的な相談に対応できるよう

な体制の整備に努めます。 

施策の内容 担当課 

市役所内における相談窓口の設置及びその周知 
こども家庭課 

市民福祉課 

市役所以外の各種相談窓口の紹介 
政策企画課 

市民福祉課 

被害者の特性に応じた相談体制の確立 
こども家庭課 

市民福祉課 

継続的な相談支援体制の整備 
こども家庭課 

市民福祉課 
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３ DV 被害者の安全確保と自立支援 

【現状と課題】 

ＤＶ被害には、生命を脅かされる危険性が伴うことから、被害者を適切に保護し、安全確保

を図ることが極めて重要になります。 

被害者が安全で安心して保護を受けられるよう情報管理の徹底とともに、警察などの関

係機関との連携を強化する必要があります。 

また、被害者が自立して生活しようとする際には、就業機会の確保、住宅や生活費の確

保、子どもの就学の問題等、複数の問題を同時に抱えるとともに、さまざまな手続きが精

神的な負担となっています。 

被害者の置かれた状況を理解しながら、課題解決に関わる部署や関係機関が連携し自立

支援に努める必要があります。 

 

【具体的施策】 

（１）ＤＶ被害者の安全確保のための支援 

被害者の安全確保のため、状況とニーズに応じた各種支援を実施します。 

施策の内容 担当課 

被害者及び同伴する児童等の安全確保のための支援 こども家庭課 

住民基本台帳の閲覧等の制限等、制度の適切な運用 市民福祉課 

 
（２）ＤＶ被害者の自立に向けた支援 

被害者の安全確保のため、状況とニーズに応じた各種支援を実施します。 

施策の内容 担当課 

就業支援や法的支援など必要に応じた情報の提供 こども家庭課 

生活再建へ向けた福祉制度等についての情報の提供 こども家庭課 

被害者及び同伴する児童への支援体制の整備 こども家庭課 
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４ 関係機関の連携・協力 

【現状と課題】 

被害者支援は、一つの機関だけで対応することは困難であり、関係機関がそれぞれの役

割を果たしつつ、連携を強化していく必要があります。 

それぞれの関係機関の役割を明確にし、被害者支援の重要性についての認識を共有し、

さまざまな形での連携協力をしていくことが必要です。 

 

【具体的施策】 

（１）関係機関、団体等との連携の推進 

県、近隣市町、警察、医療機関等と連携を図りながら、被害者に対する切れ目のない支

援を行います。 

施策の内容 担当課 

被害者支援にかかわる機関との連携 こども家庭課 
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第５章 計画の推進 
 

１ 男女共同参画社会実現に向けての推進 

計画を総合的、効果的に推進するために市の各部門が連携して推進と進捗状況の把握に

あたるとともに、国・県・関係機関等との情報交換等の連携強化を図ります。 

また、市民に対しては、本計画の内容の理解を求め、男女共同参画社会実現に向けて積

極的な協力を呼びかけていきます。 

 

（１）庁内の積極的な推進体制の整備 

壱岐市男女共同参画推進本部（庁内組織）を中心として、各部門の連携を図りながら、

施策を推進するとともに、職員一人ひとりが男女共同参画に対する認識を深め、自ら推進

役となることができるよう研修や情報提供の充実を図ります。 

 

（２）市民との連携 

広く市民の意見を徴収するため、定期的に壱岐市男女共同参画懇話会を開催し、計画の

推進を図ります。 

 

（３）男女共同参画に関する調査、情報収集 

男女共同参画の現状と問題点を把握するために調査、情報収集を行い、施策の見直し、

企画立案に努めます。 

 

（４）計画の進行管理 

本計画に基づく施策の進捗状況を把握し、その成果等について研究するとともに、結果

を公表するなど、進行管理を行います。 

また、壱岐市男女共同参画推進懇話会において、ＰＤＣＡのサイクルの考え方による点

検・評価を行い、本計画の円滑な運用を図ります。 

 

〇「PDCA サイクル」とは、さまざまな分野・領域における品質改善や業務改善などに広く活用されてい

るマネジメント手法で、「計画（PLAN」「実行（DO）」「評価（CHECK）」「改善（ACTION）」のプロセスを順

に実施していくものです。 

 

 PLAN 
計画 

DO 
実行 

CHECK 
評価 

ACTION 
見直し 



 

  

  



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 属 資 料 
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１ 男女共同参画の推進のあゆみ 

 

国際社会の動き 

年 国際社会の動き 

昭和 20 年 ・国際連合発足 

・国際連合憲章採択 

昭和 21 年 ・国連婦人の地位委員会発足 

昭和 23 年 ・世界人権宣言採択 

昭和 42 年 ・婦人に対する差別撤廃宣言採択 

昭和 50 年 ・国際婦人年 

・国際婦人年世界会議(メキシコシティ)  

－ 世界行動計画採択  

－ 1976 年(昭和 51 年)から 1985 年(昭和 60 年)までを「国

連婦人の十年」と決定（目標：平等、発展、平和） 

昭和 54 年 ・国連第 34 回総会「女子差別撤廃条約」採択 

昭和 55 年 ・「国連婦人の十年」中間年世界会議（コペンハーゲン）   

－ 国連婦人の十年後半期行動プログラム採択 

昭和 56 年 ・ILO 第 156 号条約（家族的責任条約）採択 

昭和 60 年 ・「国連婦人の十年」世界会議（ナイロビ）   

－ 婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略採択 

平成 2 年 ・国連経済社会理事会「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦

略に関する第１回見直しと評価に伴う勧告及び結論」採択 

平成 5 年 ・国連世界人権会議「ウィーン宣言」採択  

・国連第 48 回総会「女性に対する暴力の撤廃に関する宣言」採 

 択 

平成 6 年 ・国際人口・開発会議「カイロ宣言及び行動計画」採択 

平成 7 年 ・第 4 回世界女性会議「北京宣言及び行動綱領」採択 

平成 12 年 ・国連特別総会「女性 2000 年会議」開催（ニューヨーク） 

平成 17 年 ・第 49 回国連婦人の地位委員会(国連「北京＋10」世界閣僚級

会合)（ニューヨーク） 

平成 23 年 ・ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関

（略称：UN Women）発足 

平成 26 年 ・女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム（WAW！）開催 
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日本国内の動き 

年 日本国内の動き 

昭和 20 年 ・改正選挙法公布（婦人参政権） 

昭和 21 年 ・第 22 回総選挙で初の婦人参政権行使 

・日本国憲法公布(男女平等の明文化) 

昭和 50 年 ・婦人問題企画推進本部設置 

・婦人問題担当室設置 

昭和 51 年 ・国立婦人教育会館開館  

・民法改正（離婚復氏制度） 

昭和 52 年 ・国内行動計画策定 

昭和 55 年 ・女子差別撤廃条約署名 

・民法・家事審判法改正（配偶者の相続分引き上げ） 

昭和 56 年 ・国内行動計画後期重点目標策定 

昭和 59 年 ・国籍法・戸籍法改正（国籍の父母両系主義へ） 

昭和 60 年 ・男女雇用機会均等法公布（昭和 61 年施行）  

・女子差別撤廃条約批准  

・国民年金法改正（女性の年金権確立）（昭和 61 年施行） 

昭和 61 年 ・婦人問題企画推進有識者会議開催 

昭和 62 年 ・西暦 2000 年に向けての新国内行動計画策定 

平成 3 年 ・西暦 2000 年に向けての新国内行動計画（第１次改定）策定  

・育児休業法公布（平成４年施行） 

平成 4 年 ・婦人問題担当大臣任命 

平成 5 年 ・パートタイム労働法公布・施行 

平成 6 年 ・男女共同参画室設置  

・男女共同参画審議会設置（政令）  

・婦人問題企画推進本部を男女共同参画推進本部に改称 

平成 7 年 ・育児休業法改正（介護休業制度の法制化）  

・ILO156 号条約（家族的責任条約）批准 

平成 8 年 ・男女共同参画 2000 年プラン策定  

・優生保護法を改正し、母体保護法公布・施行 

平成 9 年 ・男女共同参画審議会設置（法律）  

・男女雇用機会均等法改正（平成 11 年施行）  

・介護保険法公布（平成 12 年施行） 

平成 11 年 ・男女共同参画社会基本法公布・施行  

・食料・農業・農村基本法公布・施行 （女性の参画の促進を規

定） 

平成 12 年 ・男女共同参画基本計画策定  

・ストーカー規制法公布・施行 

平成 13 年 ・男女共同参画会議設置 

・男女共同参画局設置 

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律公布・

施行  

・第１回男女共同参画週間 

平成 15 年 ・次世代育成支援対策推進法公布・施行 

・少子化社会対策基本法公布・施行 
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年 日本国内の動き 

平成 16 年 ・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律改正・ 

施行（元配偶者への拡大、暴力概念の拡大等） 

平成 17 年 ・第２次男女共同参画基本計画策定 

平成 18 年 ・男女雇用機会均等法改正（平成 19 年施行） 

平成 19 年 ・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律改正

（平成 20 年施行）  

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章及び仕事

と生活の調和推進のための行動指針 

平成 20 年 ・内閣府に仕事と生活の調和推進室を設置 

平成 22 年 ・第３次男女共同参画基本計画策定 

平成 25 年 ・日本再興戦略において成長戦略の中核に「女性の活躍推進」を

位置づけ  

・ストーカー行為等の規制等に関する法律改正  

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律改正

（平成 26 年施行） 

平成 26 年 ・日本再興戦略改訂 2014 において「女性の更なる活躍推進」

を位置づけ  

・女性活躍担当大臣任命  

・すべての女性が輝く社会づくり本部設置  

・女性のチャレンジ応援プラン策定 

平成 27 年 ・WAW! 2015（女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム）

開催  

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律公布・一部施

行  

・第４次男女共同参画基本計画策定  

・一億総活躍国民会議設置 

平成 28 年 ・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律全面施行 
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長崎県の動き 

年 長崎県の動き 

昭和 51 年 ・婦人問題窓口（労政課）設置 

昭和 53 年 ・長崎県婦人問題懇話会設置  

・長崎県婦人関係行政推進会議設置 

昭和 55 年 ・いきがいを育てる長崎県の婦人対策策定  

・婦人問題担当企画主幹設置  

・第１回市町村担当課長会議開催 

昭和 58 年 ・長崎県婦人問題調査実施 

昭和 60 年 ・ラジオミニ講座「女あれこれ」開始  

・情報紙「女性ながさき」創刊 

昭和 61 年 ・企画部婦人対策室設置 

平成 2 年 ・2001 ながさき女性プラン策定  

・婦人対策室を女性行政推進室に改称 

平成 4 年 ・審議会等の委員への女性の登用促進要綱制定 

平成 5 年 ・育児休業生活資金創設 

平成 6 年 ・2001 ながさき女性プラン（第１次改定）策定  

・企画部参事監（女性行政担当）新設 

平成 7 年 ・企画部女性行政推進室を生活環境部女性行政推進室に改組 

平成 8 年 ・ながさきキラキラ・ライフプラン～2001 長崎県農山漁村女

性ビジョン～策定 

平成 9 年 ・男女共同参画社会に向けての県民意識調査実施（第１回）  

・日韓海峡沿岸女性団体交流支援事業開始（平成 9 年～12 年） 

平成 10 年 ・男女共同参画フォーラム開催 

平成 11 年 ・長崎県女性問題懇話会を長崎県男女共同参画懇話会に改組  

・生活環境部女性行政推進室を県民生活環境部男女共同参画室に

改組  

・ラジオミニ講座「女あれこれ」を「With  You」に改称  

・情報紙「女性ながさき」を「男女共同参画だより」に改称 

平成 12 年 ・新世紀創造フォーラム開催  

・長崎県男女共同参画計画策定  

・長崎県男女共同参画推進本部設置 

平成 13 年 ・男女共同参画社会に向けての県民意識調査実施（第２回） 

平成 14 年 ・長崎県男女共同参画推進条例制定  

・長崎県男女共同参画審議会設置  

・長崎県男女共同参画推進員設置 

平成 15 年 ・長崎県男女共同参画基本計画策定 

平成 17 年 ・長崎県男女共同参画推進センター開設  

・情報紙「男女共同参画だより」を「男女共同参画推進センター

だより」に改称 
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年 長崎県の動き 

平成 18 年 ・県民生活環境部男女共同参画室を県民生活部男女共同参画室に

改組  

・長崎県ＤＶ対策基本計画策定  

・長崎県男女共同参画推進本部を長崎県男女共同参画推進会議に

改組  

・男女共同参画社会に向けての県民意識調査実施（第３回） 

平成 19 年 ・長崎県男女共同参画基本計画（改定版）策定 

平成 20 年 ・県民生活部男女共同参画室を県民生活部男女参画・県民協働課

に改組  

・長崎県子育て条例公布・施行  

・男女共同参画フォーラム in ながさき開催 

平成 21 年 ・男女共同参画社会に向けての県民意識調査実施（第４回）  

・第２次長崎県ＤＶ対策基本計画策定 

平成 23 年 ・第２次長崎県男女共同参画基本計画～ながさき“輝き”プラン

～策定 

平成 24 年 ・県民生活部男女参画・県民協働課を県民生活部男女共同参画室

に改組  

・長崎県男女共同参画推進センターに男性相談窓口を開設  

・第３次長崎県 DV 対策基本計画策定 

平成 26 年 ・ながさき女性活躍推進フォーラム開催  

・ながさき女性活躍推進会議発足  

・男女共同参画社会に向けての県民意識調査実施（第５回） 

平成 27 年 ・ウーマンズジョブほっとステーション開設  

・長崎県男女共同参画推進センター及び情報誌「長崎県男女共同

参画推進センターだより」の愛称を「きらりあ」に決定 

平成 28 年 ・ながさき女性活躍推進フォーラム開催  

・第４次長崎県 DV 対策基本計画策定  

・第３次長崎県男女共同参画基本計画～ながさき“輝き”プラン

2020～策定 
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壱岐市の動き 

年 壱岐市の動き 

平成 16 年 ・男女共同参画推進グループ「ぼちぼち行こう会」主催 

男女ペア料理コンテスト実施 

平成 17 年 ・男女共同参画推進グループ「ぼちぼち行こう会」主催 

男性の介護体験教室開催 

平成 18 年 ・壱岐市男女共同参画推進懇話会設置 

・壱岐市男女共同参画社会づくり講演会開催 

平成 19 年 ・壱岐市男女共同参画基本計画策定 

・壱岐市男女共同参画社会づくり講演会開催 

平成 20 年 ・壱岐市男女共同参画推進本部設置 

・壱岐市男女共同参画推進団体「D＆D IKI」の結成 

・壱岐市男女共同参画づくり講座開催 

平成 21 年 ・壱岐市男女共同参画社会づくり講演会開催 

平成 24 年 ・壱岐市男女共同参画社会づくり講演会開催 

平成 25 年 ・壱岐市男女共同参画社会づくり講演会開催 

・男女共同参画イベント「生き生き壱岐♪粋な女性」開催 

平成 26 年 ・壱岐市男女共同参画社会づくり講演会・座談会開催 

・男女共同参画推進事業「介護場のパパヂカラ」開催 

平成 27 年 ・壱岐市女性人材バンク「つばきぽけっと」の設置 

・市民・事業所・自治公民館意識調査実施 

・女性活躍推進事業「粋いきパソコン教室」開催 

平成 28 年 ・第 2 次壱岐市男女共同参画基本計画策定 

・女性活躍推進事業「ハンドメイドのワークショップ」開催 
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２ 壱岐市男女共同参画懇話会規則 

 

   ○壱岐市男女共同参画推進懇話会規則 

平成 18 年 3 月 29 日 

規則第 5 号 

 （趣旨） 

第 1 条 この規則は、壱岐市付属機関設置条例（平成 18 年壱岐市条例第 9 号）により設置された

壱岐市男女共同参画推進懇話会（以下「懇話会」という。）について、必要な事項を定めるものと

する。 

（組織） 

第 2 条 懇話会は、委員 10 人以内をもって組織する。 

2 委員は、次の各号に定める者のうちから、市長が委嘱する。 

（1） 有識者 

（2） 各種団体の代表者 

（3） その他市長が適当と認める者 

（委員の任期） 

第 3 条 委員の任期は、委嘱の日から同日の属する年度の翌年度の 3 月 31 日までとする。ただ

し、再任することができる。 

2 補欠の委員の任期は、前任者の在任期間とする。 

 （会長） 

第 4 条 懇話会に会長を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は会務を総理し、懇話会を代表する。 

3 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務

を代理する。 

 （会議） 

第 5 条 懇話会は、会長が招集する。 

2 懇話会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。 

3 懇話会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところ

による。 

4 会長は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。 

 （庶務） 

第 6 条 懇話会の庶務は、政策企画課において処理する。 

 （雑則） 

第 7 条 この規則に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、会長が懇話会に諮って

定める。 

   附 則 

 この規則は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 22 年 2 月 1 日規則第 4 号） 
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 この規則は、平成 22 年 2 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 24 年 11 月 1 日規則第 41 号） 

 （施行期日） 

1 この規則は、平成 24 年 11 月 1 日から施行する。 

 （委員の任期の特例） 

2 この規則の施行の際、現に委嘱されている壱岐市男女共同参画推進懇話会の委員の任期は、改正

後の第 3 条第 1 項の規定にかかわらず、平成 25 年 3 月 31 日までとする。 

  



57 

 

３ 壱岐市男女共同参画推進懇話会名簿 

 

平成 27 年 6 月 10 日～平成 29 年 3 月 31 日 

委員氏名 所       属 

武原 由里子 長崎県男女共同参画推進アドバイザー 

今 西  洋 子  長崎県男女共同参画推進員 

赤 木  貴 尚  長崎県男女共同参画推進員 

長 岡  信 一  壱岐市公民館連絡協議会会長（Ｈ２７年９月 1 日～） 

橋 本  佳 久  壱岐市ＰＴＡ連合会（Ｈ２８年６月８日～） 

堀 川  敬 介  壱岐市農業協同組合 

田口 チズ子 壱岐人権擁護委員協議会 

中永 千津子 元長崎県男女共同参画推進アドバイザー 

瀬 川  伸 幸  元長崎県男女共同参画推進アドバイザー 
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４ 壱岐市男女共同参画推進本部設置要綱 

 

   ○壱岐市男女共同参画推進本部設置要網 

平成 20 年 6 月 30 日 

訓令第 14 号 

 （設置） 

第 1 条 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、壱岐市

男女共同参画推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第 2 条 推進本部は、次に掲げる事項を所掌する。 

 （1） 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的な企画及び調整に関すること。 

 （2） その他男女共同参画の推進のために必要な事項に関すること。 

 （組織） 

第 3 条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

2 本部長、副本部長及び本部員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

 （本部長及び副本部長） 

第 4 条 本部長は、推進本部の事務を総理する。 

2 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第 5 条 推進本部の会議は、本部長が招集し、本部長は、その議長となる。 

2 本部長は、必要があると認めたときは、推進本部の会議に関係部局の職員の出席を求め、その意

見を聴き、又は説明を受けることができる。 

 （庶務） 

第 6 条 推進本部の庶務は、企画振興部政策企画課において処理する。 

 （補足） 

第 7 条 この訓令に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、本部長が定める。 

   附 則 

 この訓令は、平成 20 年 6 月 30 日から施行する。 

   附 則（平成 26 年 4 月 1 日訓令第 3 号） 

 この訓令は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 27 年 4 月 1 日訓令第 3 号） 

 この訓令は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

別表（第 3 条関係） 
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区分 役職名 

本部長 副市長 

副本部長 企画振興部長 

本部員 総務部長 

市民部長 

保健環境部長 

農林水産部長 

建設部長 

教育次長 

監査委員事務局長 

農業委員会事務局長 
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５ 男女共同参画社会基本法 

  平成 11 年 6 月 23 日法律第 78 号  

最終改正 平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号  

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向

けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層

の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応

していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、

その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となって

いる。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を 21 世紀の我が国社会を決定する最重

要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に

向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的

に推進するため、この法律を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活

力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を

定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総

合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画社会の形成 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動

に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享

受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

(2) 積極的改善措置 

目  次 

前文 

第１章 総則（第 1 条―第 12 条） 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第 13 条―第 20 条） 

第３章 男女共同参画会議（第 21 条―第 28 条） 

附則 
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前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいず

れか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別

による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること

その他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定

的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼす

ことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社

会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中

立なものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共

団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保

されることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、

子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑

に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われ

なければならない。 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していること

にかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第８条 国は、第 3 条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以

下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的

改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施

策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施

する責務を有する。 

（国民の責務） 

第 10 条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念に

のっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第 11 条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又

は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。  
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（年次報告等） 

第 12 条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出

しなければならない。 

 

第 2 章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第 13 条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計

画」という。）を定めなければならない。 

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

(2) 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項 

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。 

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基

本計画を公表しなければならない。 

5 前 2 項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第 14 条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画

計画」という。）を定めなければならない。 

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の大綱 

(2) 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市

町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第 15 条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を

策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  
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（国民の理解を深めるための措置） 

第 16 条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深める

よう適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第 17 条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画

社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性

別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害さ

れた場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第 18 条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調

査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進す

るように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第 19 条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際

機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を

図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第 20 条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間

の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他

の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

第 3 章 男女共同参画会議 

（設置） 

第 21 条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第 22 条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 男女共同参画基本計画に関し、第 13 条第 3 項に規定する事項を処理すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社

会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

(3) 前 2 号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣

及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

(4) 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び

政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるとき

は、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

（組織） 

第 23 条 会議は、議長及び議員 24 人以内をもって組織する。 

（議長） 

第 24 条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 
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2 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第 25 条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

(2) 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命

する者 

2 前項第 2 号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の 10 分の 5 未満であってはならな

い。 

3 第１項第 2 号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数

の 10 分の 4 未満であってはならない。 

4 第 1 項第 2 号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第 26 条 前条第 1 項第 2 号の議員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

2 前条第 1 項第 2 号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等） 

第 27 条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の

長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協

力を求めることができる。 

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者

以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第 28 条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要

な事項は、政令で定める。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第 1 条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第 2 条 男女共同参画審議会設置法（平成 9 年法律第 7 号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第 3 条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」とい

う。）第 1 条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第 21 条第 1 項の規定により置か

れた審議会となり、同一性をもって存続するものとする。  

2 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第 4 条第 1 項の規定により任命された男女共同参

画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第 23 条第 1 項の規定により、審議会

の委員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる

者の任期は、同条第 2 項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第 4 条第 2 項の
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規定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とす

る。  

3 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第 5 条第 1 項の規定により定められた男女共同参

画審議会の会長である者又は同条第 3 項の規定により指名された委員である者は、それぞ

れ、この法律の施行の日に、第 24 条第 1 項の規定により審議会の会長として定められ、又

は同条第 3 項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみな

す。 

 

附 則 （平成 11 年 7 月 16 日法律第 102 号） 抄 

（施行期日） 

第 1 条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成 11 年法律第 88 号）の施行の日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 略 

(2) 附則第 10 条第 1 項及び第 5 項、第 14 条第 3 項、第 23 条、第 28 条並びに第 30

条の規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第 28 条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委

員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員その他の

職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

(1)から(10)まで 略 

(11) 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第 30 条 第 2 条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過

措置は、別に法律で定める。 

 

附 則 （平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号） 抄 

（施行期日） 

第 1 条 この法律（第 2 条及び第 3 条を除く。）は、平成 13 年 1 月 6 日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
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６ 長崎県男女共同参画推進条例 

平成１４年３月２５日議決 

平成１４年３月２７日公布 

平成１４年４月１日施行  

男性と女性のお互いの基本的人権が尊重され、性別にかかわりなく、個性と能力を十分に発揮

できる男女共同参画社会の実現は、21 世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置づけられ

ている。 

少子高齢化の進展が著しい長崎県においては、課題達成はより緊急なものとなっているが、現

状では、性別による固定的な役割分担意識やこれに基づく社会における制度又は慣行は依然とし

て存在し、政策及び方針の決定過程への女性の参画は未だ不十分と言わざるを得ない状況にあ

る。 

長崎県民が、その地域性や県民性を活かし、社会経済情勢の変化に柔軟に対応しながら、生き

がいと責任を持って暮らす活力ある豊かな社会を形成していくためには、家庭、職場、学校、地

域その他社会のあらゆる分野において、男女共同参画の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の実現を目指し、県、市町村、県民及び事業者が協働して男女共同

参画の推進に取り組むため、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第 1 条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、県、県民及び事業者の責

務を明らかにするとともに、県の施策について必要な事項を定めることにより、男女共同参画

を総合的かつ計画的に推進し、もって男女共同参画社会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1)  男女共同参画男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、社会的、経済

的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 
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(2)  積極的改善措置前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内に

おいて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

(3)  セクシュアル・ハラスメント性的な言動により相手方の就業環境その他の生活環境を害

し、又は性的な言動に対する相手方の対応によってその者に不利益を与えることをいう。 

（基本理念） 

第 3 条 男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳が重んじられること、男女が性別に

よる差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることそ

の他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

2 男女共同参画の推進に当たっては、性別による固定的な役割分担意識に基づく社会における

制度又は慣行が、男女の社会における活動の自由な選択に対して影響を及ぼさないように配慮

されなければならない。 

3 男女共同参画の推進は、男女が、社会の対等な構成員として、県における政策又は民間の団

体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われ

なければならない。 

4 男女共同参画の推進は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子育て、

家族の介護その他の家庭生活における活動と当該活動以外の活動とを両立できるようにするこ

とを旨として、行われなければならない。 

5 男女共同参画の推進に向けた取組が国際社会における取組と密接な関係を有していることか

ら、男女共同参画の推進は、国際的な協調の下に行われなければならない。 

（県の責務） 

第 4 条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画

の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、これを実施す

るものとする。 

2 県は、男女共同参画の推進に関する施策の実施に当たっては、市町村、県民及び事業者と協

働して取り組むものとする。 

3 県は、第 1 項に規定する施策を総合的に企画し、調整し、及び推進するために必要な体制及

び機能を整備するとともに、財政上の措置その他の措置を講ずるように努めるものとする。 

（県民の責務） 

第 5 条 県民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分野

において、男女共同参画の推進に積極的に努めるとともに、県が実施する男女共同参画の推進

に関する施策に協力するように努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第 6 条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、男女共同参画の推進に積極的

に努めるとともに、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するように努めなけ

ればならない。 
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2 事業者は、その雇用する男女について、雇用上の均等な機会及び待遇を確保するとともに、

職業生活における活動と家庭及び地域生活における活動とを両立して行うことができる職場環

境を整備するように努めなければならない。 

 

第 2 章 男女共同参画の推進に関する基本的施策等 

（基本計画の策定） 

第 7 条 知事は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、男女

共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとする。 

2 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1)  総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱 

(2)  前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するために必要な事項 

3 知事は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ県民の意見を聴くとともに、長崎県

男女共同参画審議会に諮問しなければならない。 

4 知事は、基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表するものとする。 

5 前 2 項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

（積極的改善措置への協力等） 

第 8 条 県は、市町村、県民及び事業者が積極的改善措置を講ずるために必要な情報の提供、

相談、助言その他の協力を行うものとする。 

2 県は、その附属機関等における委員を任命し、又は委嘱する場合にあっては、積極的改善措

置を講ずることにより、できる限り男女の均衡を図るものとする。 

（男女の職業生活と家庭及び地域生活の両立の支援） 

第 9 条 県は、男女が共に職業生活における活動と家庭及び地域生活における活動とを両立す

ることができるように支援するものとする。 

（農林水産業及び商工業等自営業の分野における環境整備） 

第 10 条 県は、農林水産業及び商工業等自営業の分野において、男女がその能力を十分に発揮

し、適正な評価を受け、対等な構成員として方針の立案及び決定の場に参画する機会が確保さ

れるため必要な環境整備に努めるものとする。 

（民間活動への支援） 

第 11 条 県は、民間の団体が行う男女共同参画の推進に関する活動に対し、情報の提供その他

の必要な支援を行うものとする。 

（男女共同参画に関する教育及び普及啓発並びに人材養成） 

第 12 条 県は、広報活動の充実を図り、男女共同参画に関する県民及び事業者の理解を深める

ととともに、学校教育その他あらゆる分野の教育において、男女共同参画の視点に立った教育

を行う等男女共同参画を推進するための措置を講ずるように努めるものとする。 

2 県は、前項に規定する教育及び普及啓発等男女共同参画を推進するための人材を養成するも

のとする。 
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（相談等の処理） 

第 13 条 知事は、性別による差別的取扱いその他男女共同参画の推進を阻害する要因による人

権の侵害に関し、県民から相談があった場合は、これを関係機関と連携し適切に処理するもの

とする。 

2 知事は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及

ぼすと認められる施策について、県民又は事業者から苦情の申し出があった場合は、これを適

切に処理するものとする。 

3 知事は、前項の場合において、必要があると認めるときは、長崎県男女共同参画審議会の意

見を聴くものとする。 

（調査研究） 

第 14 条 県は、男女共同参画の推進に関する施策の策定に必要な事項及び男女共同参画の進を

阻害する問題についての調査研究を行うものとする。 

（事業者への協力依頼） 

第 15 条 県は、男女共同参画の推進に当たり必要があると認められる場合には、事業者に対し

て、雇用その他の事業活動における男女共同参画の実態を把握するための調査について、協力

を求めることができるものとする。 

（年次報告） 

第 16 条 知事は、毎年、男女共同参画の状況及び基本計画に基づく施策の実施状況を明らかに

する報告書を作成し、これを公表するものとする。 

 

第 3 章 男女共同参画を阻害する行為の制限 

（性別による権利侵害の禁止） 

第 17 条 何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。 

2 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメントに該当する行為を行ってはなら

ない。 

3 家庭内等において、配偶者等に対して身体的又は精神的な苦痛を著しく与える暴力的行為を

行ってはならない。 

（性別による権利侵害があった場合の措置） 

第 18 条 県は、前条の規定に違反する行為があったと認められる場合は、当該行為をした者に

対し、差別的取扱いの改善その他必要な措置を講ずるように指導を行うことができるものとす

る。 

2 県は、前条の規定に違反する行為があったと認められるときは、当該行為の被害者を救済す

るために必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

（公衆に表示する情報に係る制限） 

第 19 条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担意識を助長する

ような表現その他の男女共同参画の推進を阻害するおそれのある表現を行わないように努めな

ければならない。 
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第 4 章 長崎県男女共同参画審議会 

（長崎県男女共同参画審議会） 

第 20 条 男女共同参画の推進に関する重要事項について、知事の諮問に応じて調査審議するた

め、長崎県男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

2 審議会は、前項の規定による調査審議のほか、男女共同参画に関する事項について、知事に

意見を述べることができる。 

3 審議会は、委員 20 人以内で組織する。 

4 委員は、男女共同参画の推進に関して識見を有する者のうちから知事が任命する。 

5 男女のいずれか一方の委員の数は、委員総数の 10 の 4 未満であってはならない。 

6 委員の任期は 2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

7 委員は、再任されることができる。 

8 第 2 項から前項までに定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、知事

が別に定めるものとする。 

 

第 5 章 雑 則 

（規則への委任） 

第 21 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めるも

のとする。 

 

附 則 

この条例は、平成 14 年 4 月 1 日から施行する。 
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７ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

 

平成 13 年 4 月 13 日法律第 31 号 

最終改正 平成 26 年 4 月 23 日法律第 28 号 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平

等の実現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわら

ず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、

多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個

人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を

防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴

力を根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することによ

り、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

第１章 総則 

（定義） 

第１条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に

対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに

準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第 28 条の２において「身体に対する

暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受

ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあっ
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た者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第２条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援す

ることを含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

 

第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第２条の２ 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条

第５項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策に関する基本的な方針（以下この条並びに次条第１項及び第３項において「基本方針」

という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第１項の都道府県基本計画及び同条第３

項の市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

(1) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

(2) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

(3) その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事 

 項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政

機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

（都道府県基本計画等） 

第２条の３ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基

本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

(2) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

(3) その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案

して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関

する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなけ

ればならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のた

めに必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 
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第２章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各

施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援セ

ンターとしての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲

げる業務を行うものとする。 

(1) 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行

う機関を紹介すること。 

(2) 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を

行うこと。 

(3) 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次

号、第 6 号、第５条及び第８条の３において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時

保護を行うこと。 

(4) 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関す

る制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行う

こと。 

(5) 第４章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡そ

の他の援助を行うこと。 

(6) 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調

整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第 3 号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満

たす者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとす

る。 

（婦人相談員による相談等） 

第４条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第５条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

 

第３章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第６条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下

この章において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センタ

ー又は警察官に通報するよう努めなければならない。 
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２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又

は警察官に通報することができる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるも

のとする。 

３ 刑法 （明治 40 年法律第 45 号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規

定は、前２項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援セン

ター等の利用について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第７条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要

に応じ、被害者に対し、第３条第３項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の

内容について説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第８条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法 

（昭和 29 年法律第 162 号）、警察官職務執行法 （昭和 23 年法律第 136 号）その他の法

令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の

発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第８条の２ 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方

面については、方面本部長。第 15 条第３項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの

暴力を受けている者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい

旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対

し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示そ

の他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第８条の３ 社会福祉法 （昭和 26 年法律第 45 号）に定める福祉に関する事務所（次条にお

いて「福祉事務所」という。）は、生活保護法 （昭和 25 年法律第 144 号）、児童福祉法 

（昭和 22 年法律第 164 号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法 （昭和 39 年法律第 129

号）その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第９条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係

機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよ

う、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第９条の２ 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情

の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 
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第４章 保護命令 

（保護命令） 

第 10 条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は

身体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者

に限る。以下この章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場

合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた

後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった

者から引き続き受ける身体に対する暴力。第 12 条第１項第 2 号において同じ。）により、配

偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対す

る暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。

同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいとき

は、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被

害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。以下

この条、同項第 3 号及び第 4 号並びに第 18 条第１項において同じ。）に対し、次の各号に掲

げる事項を命ずるものとする。ただし、第 2 号に掲げる事項については、申立ての時におい

て被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

(1) 命令の効力が生じた日から起算して 6 月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本

拠としている住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺

につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいし

てはならないこと。 

(2) 命令の効力が生じた日から起算して 2 月間、被害者と共に生活の本拠としている住居か

ら退去すること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第 1 号の規定による命令を発する裁判所又は発し

た裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じ

た日から起算して 6 月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行

為もしてはならないことを命ずるものとする。 

(1) 面会を要求すること。 

(2) その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこ

と。 

(3) 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

(4) 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、フ

ァクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

(5) 緊急やむを得ない場合を除き、午後 10 時から午前 6 時までの間に、電話をかけ、ファ

クシミリ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。 
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(6) 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はそ

の知り得る状態に置くこと。 

(7) その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

(8) その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞

恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第１項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項

並びに第 12 条第１項第 3 号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配

偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから

被害者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止する

ため必要があると認めるときは、第１項第 1 号の規定による命令を発する裁判所又は発した

裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するた

め、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日

から起算して６月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠として

いる住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の身

辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近をはい

かいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が 15 歳以上であるときは、そ

の同意がある場合に限る。 

４ 第１項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活におい

て密接な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下

この項及び次項並びに第 12 条第１項第 4 号において「親族等」という。）の住居に押し掛け

て著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその親族

等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めると

きは、第１項第 1 号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立て

により、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令

の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して 6 月を経過す

る日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下

この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族

等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずる

ものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の 15 歳未満の子を除く。以下この項において同

じ。）の同意（当該親族等が 15 歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法

定代理人の同意）がある場合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第 11 条 前条第１項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所

がないとき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第１項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもす

ることができる。 

(1) 申立人の住所又は居所の所在地 



77 

 

(2) 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第 12 条 第 10 条第１項から第４項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申

立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

(1) 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

(2) 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の

配偶者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大

きいと認めるに足りる申立ての時における事情 

(3) 第 10 条第３項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居して

いる子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発す

る必要があると認めるに足りる申立ての時における事情 

(4) 第 10 条第４項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に

関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要が

あると認めるに足りる申立ての時における事情 

(5) 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事

項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第 5 号イからニまでに掲げる事項の記載がな

い場合には、申立書には、同項第 1 号から第 4 号までに掲げる事項についての申立人の供述

を記載した書面で公証人法 （明治 41 年法律第 53 号）第 58 条ノ２第１項の認証を受けた

ものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第 13 条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとす

る。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第 14 条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、

これを発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を

達することができない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第 12 条第１項第 5 号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所

は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助

若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を

求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の

長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属
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官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同

項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第 15 条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭

弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期

日における言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又

は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談

し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第 12 条第１

項第 5 号イからニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護

命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター

（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが 2 以上ある場合にあって

は、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴

力相談支援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第 16 条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情がある

ことにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判

が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判

所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第 10 条第１項第 1 号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合にお

いて、同条第２項から第４項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該

命令の効力の停止をも命じなければならない。 

５ 前２項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第 10 条第１項第 1 号の規定による命令を取り消す場合において、同条第２

項から第４項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取

り消さなければならない。 

７ 前条第４項の規定による通知がされている保護命令について、第３項若しくは第４項の規定

によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官

は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知

するものとする。 

８ 前条第３項の規定は、第３項及び第４項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場

合について準用する。 

（保護命令の取消し） 
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第 17 条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合に

は、当該保護命令を取り消さなければならない。第 10 条第１項第 1 号又は第２項から第４

項までの規定による命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して 3

月を経過した後において、同条第１項第 2 号の規定による命令にあっては当該命令が効力を

生じた日から起算して 2 週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、

当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したときも、同様とす

る。 

２ 前条第６項の規定は、第 10 条第１項第 1 号の規定による命令を発した裁判所が前項の規

定により当該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第 15 条第３項及び前条第７項の規定は、前２項の場合について準用する。 

（第 10 条第１項第 2 号の規定による命令の再度の申立て） 

第 18 条 第 10 条第１項第 2 号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申

立ての理由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号

の規定による命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠として

いる住居から転居しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せ

られた命令の効力が生ずる日から起算して 2 月を経過する日までに当該住居からの転居を完

了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべ

き事情があるときに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発することによ

り当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該命令を発しないことがで

きる。 

２ 前項の申立てをする場合における第 12 条の規定の適用については、同条第１項各号列記以

外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第 1 号、第 2 号及び第 5 号に掲げる事項並びに

第 18 条第１項本文の事情」と、同項第 5 号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第 1 号

及び第 2 号に掲げる事項並びに第 18 条第１項本文の事情」と、同条第２項中「同項第 1 号

から第 4 号までに掲げる事項」とあるのは「同項第 1 号及び第 2 号に掲げる事項並びに第

18 条第１項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第 19 条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧

若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請

求することができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは

相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの

間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第 20 条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証

人がその職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又

はその支局に勤務する法務事務官に第 12 条第２項（第 18 条第２項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 
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第 21 条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性

質に反しない限り、民事訴訟法（平成８年法律第 109 号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第 22 条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判

所規則で定める。 

 

第５章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第 23 条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項に

おいて「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置

かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するととも

に、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関

する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第 24 条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための

教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第 25 条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加

害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査

研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第 26 条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動

を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第 27 条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

(1) 第３条第３項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次

号に掲げる費用を除く。） 

(2) 第３条第３項第 3 号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第４項に規定する

厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用 

(3) 第４条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

(4) 第５条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者

に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

2 市は、第４条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁し

なければならない。 

（国の負担及び補助） 

第 28 条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第１項の規定により支弁した費用

のうち、同項第 1 号及び第 2 号に掲げるものについては、その 10 分の 5 を負担するものと
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する。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の 10 分の 5 以内を補助することが

できる。 

(1) 都道府県が前条第１項の規定により支弁した費用のうち、同項第 3 号及び第 4 号に掲げ

るもの 

(2) 市が前条第２項の規定により支弁した費用 

 

第５章の２ 補則 

（この法律の準用） 

第 28 条の２ 第２条及び第１章の２から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻

関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手

からの暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手から

の身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係

にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者につい

て準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第 28 条

の２に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第２条 被害者 被害者（第 28 条の２に規定する関

係にある相手からの暴力を受けた

者をいう。以下同じ。） 

第６条第１項 配偶者又は配偶

者であった者 

同条に規定する関係にある相手又

は同条に規定する関係にある相手

であった者 

第 10 条第１項から第４項まで、第

11 条第２項第 2 号、第 12 条第

１項第 1 号から第 4 号まで及び第

18 条第１項 

配偶者 第 28 条の２に規定する関係にある

相手 

第 10 条第１項 離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消

された場合 

第 28 条の２に規定する関係を解消

した場合 

 

第６章 罰則 

 

第 29 条 保護命令（前条において読み替えて準用する第 10 条第１項から第４項までの規定に

よるものを含む。次条において同じ。）に違反した者は、1 年以下の懲役又は 100 万円以下

の罰金に処する。 

 

第 30 条 第 12 条第１項（第 18 条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又
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は第 28 条の２において読み替えて準用する第 12 条第１項（第 28 条の２において準用する

第 18 条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項

について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は、10 万円以下の過料に

処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して 6 月を経過した日から施行する。ただし、第２

章、第６条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第７条、第９条（配偶者暴力

相談支援センターに係る部分に限る。）、第 27 条及び第 28 条の規定は、平成 14 年４月１日

から施行する。 

（経過措置） 

第２条 平成 14 年３月 31 日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力

に関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申

立てに係る事件に関する第 12 条第１項第 4 号並びに第 14 条第２項及び第３項の規定の適

用については、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」

とする。 

（検討） 

第３条 この法律の規定については、この法律の施行後 3 年を目途として、この法律の施行状

況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

 

附 則 （平成 16 年 6 月 2 日法律第 64 号） 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して 6 月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律（次項において「旧法」という。）第 10 条の規定による命令の申立てに係

る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第 10 条第 2 号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった

身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とする

この法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新

法」という。）第 10 条第１項第 2 号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にさ

れるものに限る。）があった場合における新法第 18 条第１項の規定の適用については、同項

中「2 月」とあるのは、「2 週間」とする。 

（検討） 

第３条 新法の規定については、この法律の施行後 3 年を目途として、新法の施行状況等を勘

案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 
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附 則 （平成 19 年 7 月 11 日法律第 113 号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して 6 月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律第 10 条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事

件については、なお従前の例による。 

 

附 則 （平成 25 年 7 月 3 日法律第 72 号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して 6 月を経過した日から施行する。 

 

附 則 （平成 26 年 4 月 23 日法律第 28 号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成 27 年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中次世代育成支援対策推進法附則第２条第１項の改正規定並びに附則第４条第１項

及び第２項、第 14 条並びに第 19 条の規定 公布の日 

(2) 第２条並びに附則第３条、第７条から第 10 条まで、第 12 条及び第 15 条から第 18 条

までの規定 平成 26 年 10 月１日 

（政令への委任） 

第 19 条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定

める。 
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８ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

 

平成 27 年 9 月 4 日法律第 64 号 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその

個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における

活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法 （平成 11 年

法律第 78 号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基

本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針

及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等につ

いて定めることにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女

の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情

勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実

情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育

訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその

活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業

生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるように

することを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介

護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活

に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、

目  次 

第１章 総則（第 1 条―第 4 条） 

第２章 基本方針等（第 5 条・第 6 条） 

第３章 事業主行動計画等 

第 1 節 事業主行動計画策定指針（第 7 条） 

第 2 節 一般事業主行動計画（第 8 条―第 14 条） 

第 3 節 特定事業主行動計画（第 15 条） 

第 4 節 女性の職業選択に資する情報の公表（第 16 条・第 17 条） 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第 18 条―第 25 条） 

第５章 雑則（第 26 条―第 28 条） 

第６章 罰則（第 29 条―第 34 条） 

附則 
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相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一

員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等に

より、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、行

われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関

し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基

本原則（次条及び第５条第１項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活

における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対す

る職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資

する雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施する

よう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関

する施策に協力しなければならない。 

 

第２章 基本方針等 

（基本方針） 

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合

的かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下

「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

(2) 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事

項 

(3) 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表

しなければならない。 

５ 前 2 項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」とい
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う。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推

進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるもの

とする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針 

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条

第１項に規定する一般事業主行動計画及び第 15 条第１項に規定する特定事業主行動計画（次

項において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策

定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となる

べきものを定めるものとする。 

(1) 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

(2) 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

(3) その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

第２節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用

する労働者の数が 300 人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行

動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画

をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出な

ければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 計画期間 

(2) 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

(3) 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時

期 

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の

継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合そ
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の他のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活

における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、

これを定めなければならない。この場合において、前項第(2)号の目標については、採用する

労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理

的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければな

らない。 

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労

働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならな

い。 

５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労

働省令で定めるところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一

般事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が 300 人以下のものは、事業主行動計画策

定指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働

大臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようと

する場合について、第４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行

動計画を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定による届出をした一般事業主からの申請

に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚

生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第 10 条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第 20 条第１項において「認定一般事業

主」という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる

書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」という。）に

厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示

を付してはならない。 

（認定の取消し） 

第 11 条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条の

認定を取り消すことができる。 

(1) 第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

(2) この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

(3) 不正の手段により第９条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 
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第 12 条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する

労働者の数が 300 人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認

中小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労

働者の募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しよ

うとするときは、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）第 36 条第１項及び第３項の規定

は、当該構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その

他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの

又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要

件に該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うもので

あって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労

働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めると

きは、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で

定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚

生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第 37 条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第５

条の３第１項及び第３項、第５条の４、第 39 条、第 41 条第２項、第 48 条の３、第 48 条

の４、第 50 条第１項及び第２項並びに第 51 条の２の規定は前項の規定による届出をして労

働者の募集に従事する者について、同法第 40 条の規定は同項の規定による届出をして労働者

の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第 50 条第３項及び第４項の規定はこ

の項において準用する同条第２項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。こ

の場合において、同法第 37 条第２項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律第 12 条第４項の規定による届出をして労働者の

募集に従事しようとする者」と、同法第 41 条第２項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命

じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第 36 条第２項及び第 42 条の２の規定の適用については、同法第 36 条第２項

中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその

被用者以外の者に与えようとする」と、同法第 42 条の２中「第 39 条に規定する募集受託

者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64

号）第 12 条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況について報

告を求めることができる。 

第 13 条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認

中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これら

に基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な
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実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第 14 条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規定により一般事業主行動計画を策定しようと

する一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画

の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施され

るように相談その他の援助の実施に努めるものとする。 

 

第３節 特定事業主行動計画 

第 15 条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下

「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即し

て、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 計画期間 

(2) 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

(3) 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時

期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定め

るところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時

間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における

女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進する

ために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければなら

ない。この場合において、前項第 2 号の目標については、採用する職員に占める女性職員の

割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女

性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に

周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも 1 回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公

表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画

に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第 16 条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生

活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活
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における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。 

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営

み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活におけ

る活躍に関する情報を定期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第 17 条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする

女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関す

る情報を定期的に公表しなければならない。 

 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第 18 条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓

練、創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職

業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機

関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施すること

ができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理

由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第 19 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するた

めに必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第 20 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開

発金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）

の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性

の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の

実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機会

の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な

施策を実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第 21 条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と

理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第 22 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外におけ

る女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行う
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ものとする。 

（協議会） 

第 23 条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及

び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第

18 条第１項の規定により国が講ずる措置及び同条第２項の規定により地方公共団体が講ずる

措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することによ

り、当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実

施されるようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組

織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第 18 条第３項の規定に

よる事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるも

のとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員

として加えることができる。 

(1) 一般事業主の団体又はその連合団体 

(2) 学識経験者 

(3) その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が

相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関

係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨

を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第 24 条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、

協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第 25 条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定

める。 

 

第５章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第 26 条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第８条第１項に

規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができ

る。 

（権限の委任） 

第 27 条 第８条から第 12 条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で

定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 
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（政令への委任） 

第 28 条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第６章 罰則 

 

第 29 条 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 41 条第２項の規定による業務の停止

の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、1 年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金

に処する。 

第 30 条 次の各号のいずれかに該当する者は、1 年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処す

る。 

(1) 第 18 条第４項の規定に違反した者 

(2) 第 24 条の規定に違反した者 

第 31 条 次の各号のいずれかに該当する者は、6 月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処す

る。 

(1) 第 12 条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

(2) 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 37 条第２項の規定による指示に従わなか

った者 

(3) 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 39 条又は第 40 条の規定に違反した者 

第 32 条 次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。 

(1) 第 10 条第２項の規定に違反した者 

(2) 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 50 条第１項の規定による報告をせず、又

は虚偽の報告をした者 

(3) 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 50 条第２項の規定による立入り若しくは

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述を

した者 

第 33 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関し、第 29 条、第 31 条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第 34 条 第 26 条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、20 万円以下の過料

に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第３章（第７条を除く。）、第５章（第

28 条を除く。）及び第 6 章（第 30 条を除く。）の規定並びに附則第５条の規定は、平成 28

年４月１日から施行する。 

（この法律の失効） 

第２条 この法律は、平成 38 年３月 31 日限り、その効力を失う。 
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２ 第 18 条第３項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た

秘密については、同条第４項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわら

ず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第 24 条の規

定（同条に係る罰則を含む。）は、第１項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なお

その効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第１項の規定に

かかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第３条 前条第２項から第４項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措

置は、政令で定める。 

（検討） 

第４条 政府は、この法律の施行後 3 年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘

案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。 
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９ 用語解説 

（あ行） 

M 字カーブ 

日本の女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化したとき、30 歳代を谷と

し、20 歳代後半と 40 歳代後半が山になって、アルファベットの M のよ

うな形になることをいう。これは、結婚や出産を機に労働市場から退出す

る女性が多く、子育てが一段落すると再び労働市場に参入するという特徴

があるため。 

「労働力率」…15 歳以上の人口に占める労働力人口（15 歳以上の人口の

うち、就業者と完全失業者（就業していないが、就職活動をしている失業

者）の合計）の割合。 

ＮＰＯ 

民間非営利活動組織などと略され、非営利（利潤の追求や利益の配分を目

的としない）で自主的、自発的に公益的な活動を行う組織や団体をいう。

（Non Prifit Organization） 

（か行） 

家族的責任 

家事・育児・介護を分担する責任は、男女平等に分担すべきであり、その

家族的責任を担うことによって職業上差別されることがあってはならない

ということが国際的に認められた考え。 

協働 
それぞれの主体が、自らの責任と役割を認識し、協力しながら物事を進め

ること。 

国勢調査 

調査時に日本に居住するすべての人を対象に、人口、世帯に関し、男女、

年齢、国籍、就業状態、仕事の種類などを調べる国の最も基本的、かつ規

模の大きな調査。 

コミュニティ 
居住地域を同じくし、利害をともにする共同社会。町村・都市・地方など

生産・自治・風俗・習慣などで深い結びつきをもつ共同体。地域社会。 

（さ行） 

ジェンダー 

人間には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）がある。一方、

社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性

像」があり、このような男性、女性の別を「社会的・文化的に形成された

性別」（ジェンダー／gender）という。 

次世代育成支援対策

推進法 

次世代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境を整備する

対策に関する基本理念や関係者の責務等について定めた法律。 

女性活躍推進法 

【女性の職業生活における活躍の推進に関する法律】 

女性の職業生活においておける活躍の推進について、その基本原則を定

め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、

基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推

進するための支援措置等について定めている法律。 

女性人材バンク 

市内に居住、又は在勤する満 20 歳以上で、市の審議会等の委員として活

動する意欲がある女性を申請により登録し、市が設置する審議会等、市の

政策方針決定過程への女性の参画促進の実現を目指すための制度。 

セクシュアル・ 

ハラスメント 

身体への不必要な接触、性的関係の強要、衆目にさらされる場所へのわい

せつな写真の掲示などの性的いやがらせのこと。職場内のみならず、施設

における職員とその利用者の間、団体における構成員間など、さまざまな

生活の場で起こりうる。 

略して「セクハラ」と言われている。 

積極的改善措置 

男女共同参画社会基本法では、「活動に参画する機会に係る男女間の格差

を改善するために、必要な範囲内において男女のいずれか一方に対して機

会を積極的に提供すること」をいう。 
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（た行） 

男女共同参画 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治

的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責

任を担うこと。 

男女共同参画社会 

男女共同参画社会基本法では「男女が、社会の対等な構成員として、自らの

意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保さ

れ、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受する

ことができ、かつ、共に責任を担うべき社会」と定義している。 

男女が、互いにその人権を尊重しながら責任も分かち合い、性別にかかわり

なく、個性と能力を十分に発揮できる社会を目指している。 

男女共同参画社会基

本法 

「男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重要課

題」と位置づけ、国の政策に関する基本方針を明らかにするとともに、基本

理念や国・地方公共団体・国民の責務、施策の基本となる事項などを定めて

いる。 

デート DV 婚姻関係にない交際相手からの暴力のこと。 

特定事業主行動計画 

（次世代育成支援対策推進法） 

「次世代育成支援対策推進法」第 19 条において、国の各省府や地方公共

団体等に義務付けられた職員の仕事と子育ての両立を図るために必要な環

境整備等を進めることを目的とする計画 

（女性活躍推進法） 

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」第 15 条に基づき、

国の各府省や地方公共団体等が策定する女性活躍の推進に向けた取組に関

する行動計画。 

ドメスティック・バ

イオレンス（ＤＶ） 

配偶者や恋人など親密な関係にある人からの暴力のこと。殴る、蹴るとい

った身体的暴力だけでなく、心ない言動によって相手の心を傷つける精神

的暴力、嫌がっているのに性的行為を強要するといった性的暴力、生活費

を渡さない経済的暴力なども含まれる。 

（は行） 

配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護 等 に 関 す る 法 律

（DV 防止法） 

【配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律】 

配偶者からの暴力に係る通報・相談等の体制を整備することにより、配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを目的とした法律。国・

地方公共団体には配偶者からの暴力と被害者の保護が責務として明示され

ている。 

ハラスメント 

いろいろな場面での『嫌がらせ、いじめ』のこと。その種類は様々だが、

他者に対する発言・行動等が本人の意図には関係なく、相手を不快にさせ

たり、尊厳を傷つけたり、不利益を与えたり、脅威を与えることをさす。 

たとえば、アカデミック・ハラスメント、ジェンダー・ハラスメント、セ

クシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント、マタニティ・ハラス

メント、モラル・ハラスメントなど。 

（ら行） 

ライフスタイル 生活の様式・営み方。 
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（わ行） 

ワーク・ライフ・ 

バランス 

仕事と私生活を調和させ、そのどちらも充実させることで、お互いをもっ

とよくしていこうという考え方や、そのための取組のこと。平成 19 年

12 月に策定された「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲

章」では、仕事と生活の調和が実現した社会とは、『国民一人ひとりがや

りがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭

や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に

応じて多様な生き方が選択・実現できる社会』であると定義している。 
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